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第４回国際ＰＰＰフォーラム議事録 

“2010 年代のＰＰＰ”～市民・市場・政府の役割の再起動～ 

                 

 

 

        日時：2009 年 11 月 30 日（月）13:30～17:00 

        場所：東洋大学白山キャンパス５号館井上円了ホール 

 

 

1330 挨拶    “政権交代と PPP”  塩川正十郎  東洋大学総長 

 

1345 講演１ “完全 PPP 都市サンディ・スプリングスの現実”   

          ジョン・マグダーナ氏   

          サンディ・スプリングス市シティマネージャー 

 

1430 講演２ “フランスの PPP の過去・現在・未来”   

          ピエール・ヴァン・デ・バイバー氏  

          フランス PPP 協会（IGD)エグゼクティブ・ディレクター    

 

 

1530 パネルディスカッション 

       オリバー・W・ポーター氏  サンディ・スプリングス市設立準備委員長 

       ジョン・マグダーナ氏  

       ピエール・ヴァン・デ・バイバー氏 

              趙 佑鎭氏   多摩大学経営情報学部准教授 

       根本 祐二   東洋大学経済学部教授 

    司会： サム 田渕    東洋大学大学院教授 
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 田渕 時間になりました。スピーカーの方が上がってくる前に、初めにこの会議を開催

するに当たりましてご後援いただいた企業のご紹介をしたいと思います。ここに出ており

ますけども、日本政策投資銀行さん、日本プロジェクト産業協議会、都市みらい推進機構、

日本経済研究所、アンジェロセック、鹿島建設、清水建設、大新東株式会社、大成建設、

大和ハウス（工業）、日建設計総合研究所、野村證券、ヒューリック株式会社、三井不動産

株式会社と株式会社時事通信（社）、非常にお金がかかる国際会議ですけども、このような

企業のスポンサーシップで、この会議を開かせていただいております。 

 それでは、これから会議に入りたいと思います。最初に、東洋大学の総長を務めていら

っしゃいます塩川正十郎さんをお呼びしたいと思いますが、この会議のオーガナイザーは

東洋大学の公民連携専攻の大学院ですが、2006 年、塩川総長の指揮のもとで設立させてい

ただきました。今日は、今、日本の政権交代が行われておりますが、「政権交代とＰＰＰ」

という課題で塩川先生からお言葉をいただきたいと思います。塩川先生、よろしくお願い

いたします。（拍手） 

 塩川 ご紹介いただきました塩川でございます。私は今日はちょうど任期いっぱいにな

りましたので、最後のごあいさつを兼ねて参上したような次第でございます。演題にござ

いますような「政権交代とＰＰＰ」というのは別に因果関係も何もありませんが、しかし、

政治とＰＰＰとの関係というものは非常に密接なことであると思い、しがたいまして、政

治のかかわり合いを申し上げてみたいと思っております。 

 現在、政権交代をしまして、新しい日本の政治が始まろうとしているのですが、その中

で一番問題となるのは、従来から日本が進めてまいりました統治システムをどう変えるか

ということの問題だと思うんです。そのためには、地方行政の問題もあるし、公務員制度

もありますし、いろんな問題がございますが、一言で言いまして日本の政治というものは

官僚中心の政治でしたから、この根本を変えるということがＰＰＰの本旨にも沿っていく

ことであろうと思います。逆に言いまして、ＰＰＰを進めることが、そういう中央集権の

絆というものを契約にして、独立した自治を進める一番根源だろうと思ったりしておりま

す。 

 実は私も長い間政治に関係しておりまして、地方行政のことに関係いたしておりました

けれども、どうも日本の行政の中に自治ということが全然ございません。第一、憲法にど

う書いてあるかといいましたら、自治のことについては憲法第 92条と 93条、２カ所ある

だけです。しかも、その中に自治の本題のことでございます自治の独立とか自治の自主性

ということは一言も書いていない。要するに、92条では、地方の行政に関することは自治

の本旨に基づいて行うと書いてあるだけございまして、93条では、そのためには地方自治

体において議会を組織することができると、これだけしか書いていない。 

 これはなぜかといいましたら、日本の国民性に依存すると思うんですけれども、平安朝

時代から鎌倉幕府になると同時に、鎌倉仏教を中心とした日本の仏教が従来の仏教から日

本人的仏教になりました。その真髄というものは、お彼岸にこそ人生があるんだから、人
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生の間には長いものに巻かれろと、お上には従ったほうがいいという思想が千年から続い

てまいりましたので、日本の国民の中に官尊民卑の国民性が根強く張ってしまいました。

お上に物を言ったら損だ、お上に逆らったら損だという精神がずっと続いてまいりまして、

明治維新後、その形が中央集権ということになってまいりました。終戦を迎えまして民主

憲法になったのではあるけれども、自治という言葉は一言も使われていない。自治の本旨

に基づくということしかない、こういう状態でございます。すべてが中央官庁で行われて

いること。 

 ところが、ヨーロッパ、アメリカ等におきまして、自治というのは自ら治めるという独

立した精神のもとに自主的な行政を行うことができることでございますから、日本の自治

とは全く違う性質のものであります。そこで、我々が一つ考えなければならないのは、こ

ういう中央集権制度の中においても、民間でやれることは民間でやったほうがいいんじゃ

ないかという考え方でございます。これが、小泉内閣のとき私たちは官から民へと言った

んですけど、安倍さんが総理大臣になると同時にそのことはもう変わってしまいまして中

央集権に戻ってきたというのが、現在の政治と自治体の関係であります。これを、我々が

独立した精神を持って、自分らのことは自分らでやっていく、身近なことは自分らでやっ

ていく、そういう運動を起こそうということで、それがＰＰＰでございます。 

 実は５年ほど前でございましたが、地方行政を考える問題の一つとして、道州制と地方

分権という問題が出てまいりました。分権制でいくのか、それとも道州制によるところの

地方の自治を確立するのか。これは全く違うのでありますけども、政治の社会においては

同じように扱う。分権イコール道州制、道州制イコール地方分権だと。地方分権でいくと

したならば、その趣旨はあくまでも地方省庁においての分権であります。我々が主張して

いるのはそうではなくして、道州制によって新しい日本の統治システムそのものを変えて

いく必要があるんだということで道州制を言っておりますけれども、それは議論の中で全

然進んでおりません。 

 こういうことがございましたときに、政策投資銀行のほうから私たちに対して、地方自

治に関する一つの研究課題として、こういうシステムがヨーロッパ、アメリカ等では行わ

れているんだという紹介がございました。いろいろお聞きいたしますと、そのことを政策

投資銀行で研究していると同時に、根本先生というのが中心になっておられる。同時に、

この東洋大学におきましても非常にいい因縁がございまして、司会をされました田渕さん

がたまたまアメリカのフロリダ州においてこの仕事に関係してこられて、実際自分が体験

してＰＰＰの実現を図ってきた経験があるということで、学問的研究と実際的な事実とい

うものとを突き合わせて、具体的なＰＰＰの方策を日本に根づかせてはどうだろうという

ことになりました。そこをこの東洋大学が取り上げて一緒に研究してもらおうということ

をやったわけでありまして、新しく学科をつくりまして、大学院の中にＰＰＰ研究科（Ｐ

ＰＰ研究センター、大学院経済学研究科公民連携専攻）というものを独立させた次第でご

ざいます。 
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 一言で言いまして、今、自治体の中で非常に大きい無駄がある。その無駄は何かという

と、我々自身がやったら有効にできるはずであり、また、経済的な効果も大きいのにもか

かわらず、官僚的発想のもとにすべて処理されているという行政がたくさんあります。そ

ういう行政は､一度委託を受けて民間で経営させてみたらどうだろうということが根本的

な考えでございます。今、事業仕分けというのをやっておりますが、あの仕分けの作業の

中で、これをぜひひとつ積極的に採用してもらいたいと思っております。現在の民主党が

やっております仕分け、これは私も自民党におりましたけど、私たち自身がやりたいなと

思っていたんですが、たまたま私たちは反主流派のほうでございまして、主流派は全部族

議員ですから、族議員はそういう予算の見直し、団体の補助を切るということに対しては

強硬な反対がありましたので、この仕分けはできなかった。ここを民主党が、これは絶対

やるべきであるというので、国民的アピールを今受けております。 

 しかし、私はこれをじっと見ておりまして、ずたずたに切ったり､見直しだとやっており

ますけど、これは結局民主党が本気でやるならば非常に有効な行政処理であると思うんで

すが、どうも何か選挙対策のような。今回、ぶつっと切った、廃止した、見直すというこ

とになりましても、そういう団体との関係が、来年の予算が成立したならば直ちに参議院

選挙に入るのですが、参議院選挙になった場合に､そういう切られた、あるいは削減された

団体のほうから陳情に来て復活する可能性はあるだろう。つまり、自民党支持団体を民主

党支持団体に切りかえる一つの有力な手段として、仕分けが使われていく。もしそういう

ことになったならば、非常に不幸なことだなと見ております。仕分けをやりましたことを、

今直ちに大きい評価をもって決定すべきものではないと思っております。 

 それよりも、もっともっと根本的な問題として、我々の自治は我々の手でやるんだ、し

かも、それは官に干渉されることなくして、市民のためになることを基準にした仕事をや

っていくんだと、そういう意味におけるＰＰＰを、今回アメリカから講師の先生がお越し

いただきました。大変有効なお話をしていただけると期待をしているのですが、ともども

に勉強していただいて、日本の行政のあり方に対して皆様のお力で改革を進めていくよう

にお願い申し上げたいと存じます。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

 田渕 塩川総長、ありがとうございました。私は最初に自己紹介するのを忘れまして、

東洋大学公民連携で教授をやっております田渕と申します。今日は､総合司会、モデレータ

ーをやらせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 初めの基調講演としまして、10万人の町を４人の職員で経営するという、皆さん聞いた

こともないような町のシティマネージャーをご紹介します。アメリカの自治体は２万以上

と数えられますけども、65％以上が彼のような自治体経営の大学院でプロの教育を受けた

人たちがやるシステムになっております。日本のシステムとは少し違うようです。日本で

もこのようなプロとしての自治体経営のマネジャーの育成が必要ではないかという話にも

なっております。 

 マグダーナ氏は、大学では政治学、その後に海兵隊に入りまして大佐で退役なさいまし
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て、Public Affairs、Public Administration の大学院を卒業しまして、小さい町から始

まって、何回もシティマネージャーとしても 18年の経験を積まれている方ですが、今、４

人で 10万人の町を経営する町のシティマネージャーとして、４年間活躍なさってまいりま

した。 

 今、塩川総長がおっしゃったような民の力による自治体経営ということでは、もう１人

サンディ・スプリングスからオリバー・ポーターさんが来ておりますけども、多分アメリ

カ、世界で一番知識、知恵を持っている方ではないかと私は思っております。マグダーナ

さん。 

 

 “完全 PPP 都市サンディ・スプリングスの現実”   

      ジョン・マグダーナ氏   

      サンディ・スプリングス市シティマネージャー 

 

 こんにちは。こうしてここに立つことができま

すことを非常に光栄に存じます。東洋大学、そし

てスポンサーの皆さん方に御礼申し上げたいと思

います。こうしてサンディ・スプリングスとして

の経験を皆さんと共有できることをとてもありが

たく思っております。 

 まず、背景情報を差し上げたいと思

います。サンディ・スプリングスはジ

ョージア州にあります。アトランタ市

のちょっと北です。人口は約 10万人、

政府の形態はCouncil Manager式です。

アメリカの自治体の 60％がこの

Council Manager 式と言われておりま

す。ということは､市長と議会の議員は

人々によって選出され、プロの自治体

経営者が自治体の日々の運営をしております。 

 シティマネージャーというのは、トレーニングを受けており、90％以上が自治体経営の

修士号を持っています。実際にシティマネージャーになるまでに、政府において実体験を

積んだ者が多くおります。シティマネージャーというのは、例えば会社でいうならば、CEO

とか COO に匹敵する存在です。 

 サンディ・スプリングスの設備予算は１億 5000 万ドルとなっています。ＰＰＰ都市とし

て、本日サンディ・スプリングスは丸４年経過しました。12 月１日に発足しましたので、
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今日 11月 30 日はちょうど４年目が終わるその日に当たります。とても幸運なことに、フ

ォーチュン 500 の２社、そしてフォーチュン 1000 の３社がサンディ・スプリングスに本拠

地を構えております。 

 最近、４年ぶりの議会の選挙がありました。現職７名、そして市長が再選挙になったわ

けですが、喜ばしいことに、地元市民は明らかに市長にせよ議会にせよ過去４年の実績を

信任してくれたということで、市長は再選を果たしました。84％が彼に投票しました。そ

のほかの野党系の人たちも、対抗馬を御して 85％ぐらいで勝ったということ。そのほかに

立候補した人がなく、再選を果たしたということです。 

 アウトソーシングはいろいろと使わ

れる表現です。アウトソーシングと聞

くと、民営化と似たようなものではな

いかと思われるかもしれませんが、そ

れは違います。アウトソーシングとい

った場合には、市はあくまでも資産、

財産の所有権は留保しております。そ

して、議会と市長はシティマネージャ

ーからの Recommendation を受けた上

で、予算執行に対する統率を行います。そして、アウトソーシングコンセプトですと、民

間部門はスタッフとか種々の役務提供を受け持ちます。また、民間側はその責任の一端と

して、通常のいわゆる機材関係の修理、置きかえ、保守、メンテナンスを行います。議会

は全面的な責任感を持ち、設備プログラムに関するいろいろな予算を受け持ちます。そし

て、シティマネージャーがプログラムマネジメントをやります。例えば、建設とか公共工

事の監督をしていくわけです。 

 そして、ここでの従業員は、民間会社に属する従業員、社員という扱いになります。サ

ンディ・スプリングスの場合には、市が雇用する５人です。これにはシティマネージャー

も含みます。ですから、私も給料はサンディ・スプリングス市からもらっているという立

場です。私のアシスタント、事務官、あと裁判所の事務官もおります。これらが全員公務

員という立場になっております。そのほかは、あくまでも民間に属する人たちという扱い

になります。 

 基本的に、このアウトソーシングは、ある特定の役務提供に対して結ぶ、契約に立脚し

たサービス提供ということになります。次のスライドを見ていただきますと、サンディ・

スプリングスの場合にはどういうサービスがアウトソーシングの対象になっているのかと

いうことです。左側を見ていただきますと、大きな分類が書き出されています。行政関連、

Administrative Service として列挙しておりますのがコールセンター。これは、市民が問

い合わせをしたり、報告をしたり、質問をしたり、ある特定の役務提供を求めたりするこ

とができるコールセンターです。そのほか、車両関係ですが、これはリース方式をとって



 6 

いて、民間企業からのリースになって

おります。その民間企業が車両の保守、

メンテナンスもやっております。 

 日々の市民に対するコミュニケーシ

ョンもアウトソーシングしております。

これは電子媒体を大いに活用しており

ます。ウェブサイトがあって、日々何

千人がサンディ・スプリングスのウェ

ブサイトにアクセスしているという現

状です。そのほかに電子媒体でのニュ

ースレターの配信もしております。地

元市民がサンディ・スプリングスのウ

ェブサイトにメールアドレスを登録し

ますと、それが毎月更新される形で、

あるいは四半期ごとのニュースレター

がいろいろと出ていくわけです。

e-blast と呼んでいますが、情報を洪

水のようにばーっと押し出すことによって、自治体が何をやっているのかを市民に知って

もらうということです。 

 日本を回っておりますと、名古屋、加西、ジェイペックの皆さん方、あるいは民間の代

表の方々が、どうすれば民間の会社が公式記録をきちんと保持することができるのかと、

いろいろと問い合わせをいただきます。シティマネージャーたる私の立場は市政府、自治

体の記録を保持することに責任を持ちますし、スタッフがそれをきちんとメンテナンスす

る。民間企業であるならば、毎日の業務がなされると業務関連の記録をとっていくわけで

す。政府の場合には、市が何をやっているのか、どういう要件があるのかを逐一記録にし

ております。そういった公的記録に何か問題があるのではないかということになりますと、

その保管に関してはシティマネージャーが責任を担っておりますから、シティマネージャ

ーが問い合わせに応じて市長に対して報告責任を担う、あるいは、議会に対してもきちん

と説明しなければならないということです。 

 そのほか、ＩＴ系、ハードもソフトも、あるいは財務関連のところとか、会計処理、公

共工事の受発注系のシステム、カスタマーサービス、ｅメールすべて、運用も保守もアウ

トソーシングを受けた民間の企業が行っています。裁判所、人材関連、それが警官であれ、

消防署の職員であれ、究極は市が提供するサービスであるわけですが、アウトソーシング

方式で民間に委託されております。財務系のサービスは、税の徴収、歳入金の出納、予算

予測、ＧＬ関連の簿記や購買といったところも、実際はすべてアウトソーシング方式で委

託を受けた民間企業が行っています。 
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 次は公共工事、公共交通網の計画、信号機はすべてアウトソースを受けた民間が計画し

てやっています。道路そのものとか道路の舗装、それを保守していく、あるいは信号機の

切りかえのタイミングをどうするのか云々といったところ、そして道路標識には最新鋭の

技術を入れております。道路は総延長で 360 マイルですが、これも委託を受けた民間がや

っております。洪水とか、そのあたりの保守、コンプライアンスもすべて民間が管理して

おります。市の領域内に流入する水量の管理、あとはいろいろな公益系のところ、あるい

は設備保守とか更新のためのプログラムも、委託を受けた民間が行っています。 

 地域開発、これは都市計画に当たるところですが、そのプランニングとかゾーニングは

相当多くの人たちが専門家として一線で関わって、区画整理は彼らがやっています。いわ

ゆる建物関係ですが、開発とか許可をおろすところ、検査も実際は全部契約を受けて民間

が行っています。あとは、いろいろな行動の執行、例えば物件や土地が荒れていることに

なりますと、担当職員がきちんとスタンダードに合致したところまでメンテナンスされて

いることを確認していきます。レクリエーション関係、公園は政府部門で何年も経験を積

んだ人たちがプログラム、実際の行政、スケジューリングをやっております。公園のメン

テナンスは委託方式でのサービスです。911 というのは日本では 119 番に当たる緊急電話

サービスですが、これはジョーンズクリークとの合弁会社で、やはり民間企業が提供して

います。 

 次のページですが、ごらんいただい

ているのはサンディ・スプリングスの

ＰＰＰモデルと従来型のモデルとの差

です。幾つかの領域を挙げて比較して

みました。まず、市民の満足度という

ことですが、アメリカの多くの都市に

おいては、市民の満足度にそれほど強

調点を置いておりません。しかしなが

ら、サンディ・スプリングスにおきま

しては、市政府、それからすべてのシステムで市民の満足度を高めるように、これが最も

重要だということで行政を行っています。したがいまして、カスタマーサービスが最も重

要な点で、24 時間常にコールセンターを運営して、市民の声を反映してサービスの要請、

問い合わせ等に答えられるようにしております。通常の都市ですと、同じようなサービス

は提供しておりません。市に電話しようとしてもなかなか通じないときがある。電話をか

けても、鳴るけれども、誰も答えてくれない。電話の応対時間も限られているということ

ですので、非常に大きな改善があるわけです。 
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 サービスの提供においても、非常に柔軟な契約が運用されております。これはどういう

ことかといいますと、いろいろなリストが提供されておりますので、先ほどいろいろご紹

介させていただきましたが、時間の経過とともにサービスの内容も変わるわけです。です

から、予算を策定して変えることを経なくても、契約上柔軟に即座に変更に対応できるよ

うになっているわけです。もしも私がシティマネージャーとして、ある分野に人が必要だ

と、市民の声に答えるべきだという

ことになりますと、即座に人を配置

替えすることができます。契約を変

えなくても、こちらの人を減らして

こちらを増やしたいといった形でで

きるわけです。アウトソースの契約

ですと、そういった人的資源を即座

に柔軟に対応して移すことが可能に

なるわけです。 

 次に人事の点ですが、これも非常におもしろい状況です。後ほど比較したものをごらん

いただきたいと思いますが、サンディ・スプリングスは比較的少ない人数の社員で運営し

ております。通常の市町村政府とはかなり違うわけです。そして、十分な報酬も与えられ

ております。専門家集団になっておりますから、より効率性が高いということで、少ない

人数でもより大きな成果を上げることができるわけです。 

 例えばサンディ・スプリングスは 10万人ぐらいの小さな市ですが、プロのエンジニア（Ｐ

Ｅ）は３名工事部におります。私はシティマネージャーの経験も積んできたわけですが、

同じような市でプロのエンジニアは７名ぐらいおりました。サンディ・スプリングスの場

合には３名ですので、半分の数で同じことをこなしているということです。 

 それから、技術力に関しても民間にかなり依存しております。民間会社のほうが､リソー

スを持っているわけです。グローバルな企業としていろいろな環境で運営をしております

ので、小さな自治体では持ち得ない知識を持っています。例えば連邦政府から雨水があふ

れてしまう問題があると指摘されました。この場合、時間がかかってもなかなか解決でき

ないわけですが、サンディ・スプリングスの場合は民間企業と契約をしておりますので、

雨水対策の知見が高いということで、即座に対策を打つことができました。 

 資本関係ですが、サンディ・スプリングスは債務はありません。ほとんど借り入れがな

いわけです。といいますのは、すべての機器は民間企業からリースをしているからです。

コンピューター、車両、建築用の重機に関しても、すべてリース契約で使っているか、あ

るいは請負形態で行っています。機材を税金で賄って市の所有物にすることはしないので、

その減価償却等の負担もないのです。必要に応じてリースをする、あるいは請負で提供し

てもらうわけです。 

 それから政府の説明責任ということですが、ＰＰＰのアウトソースモデルによりますと、
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サンディ・スプリングスにおいては、契約に基づいて要求を満たすことができれば成果が

保証されています。ですから、日本でどうやって信頼関係を市民と構築できるのか、民間

企業がサービスを提供しているのを市民にどう信じてもらったらいいのかといことですが、

これはやはり成果保証ということです。コスト効果が高く、より低いコストでできれば、

その部分だけ市民の信頼感を得ることができます。 

 次にごらんいただくのは幾つかの事例で、

具体的にサンディ・スプリングスでどうや

って市民サービスを提供しているのか、従

来のやり方だとどのくらいのコストなのか

を見たものです。ケーススタディとして、

幾つかの市民サービスを例に挙げてみまし

た。まずごらんいただいているのは、コー

ルセンターです。コールセンターの場合、

24 時間を８人で対応しております。サンデ

ィ・スプリングスの場合、民間企業と契約

しておりまして、その民間企業はサンディ・スプリングス以外の客も抱えております。で

すから、規模の経済が効いてきます。従いまして、コストは３分の２で済み、３分の１が

節約になります。この部分だけでも 24万 3400 ドルの節約になります。 

 次のページ、お願いします。緊急電話 911 ですが、サンディ・スプリングスにとっては

新しいサービスです。 

 2009年９月30日から開始

したということで、２カ月

前に始まったばかりです。

新しい 119 番サービス、911

と呼んでおりますが、２カ

月目を終えたところです。

もともとこのサービスはフ

ルトン郡から提供されてい

たわけですが、非常に対応

が悪くて苦情も多かった。

911 番ということで、電話

をしたときに緊急対応を即

座にしてほしい、警察、消防、救急車であろうとなるべく早く現地に来て欲しいのですが、

それがなかなかうまくいっていなかったわけです。右側にあるのが従来型モデルの価格で、

サンディ・スプリングスがジョーンズクリークと一緒になって新しい形態を提供したのが

左側です。これは私とスタッフで作成した実際の数値です。実際に評価を行いまして、い
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かに最良の形で 911 番の緊急対応サービスを提供できるか検討しました。 

評価をしてみて明らかになったことは、もしも従来型のモデルを採用して自分たちでや

ることになりますと、コスト的には収入が 470 万ドル弱ぐらいだろう。支出は人件費、携

帯電話会社への手数料支払いなどで、収支はとんとんにはならず、マイナスになります。

ということで、近隣の都市と一緒になりまして、民間部門の知恵を借りてサービスを提供

しようということになったわけです。この新しいサンディ・スプリングスのＰＰＰモデル

ですと、二つの都市で Revenue（税収）として入ってくるのは 670 万ドルで、職員もハー

ドウエア、ソフトウエア、システムなどのコストを別の都市と共有するということで、コ

ストは 600 万ドルで済むことになったわけです。２カ月たちましたが、非常に順調に進ん

でおりまして、この新しい 911 番ＰＰＰモデルに市民も非常に満足しているという結果が

出ております。 

 次の例は、レクリエーション及び公園サービスの分野です。サンディ・スプリングスの

北にある市が市職員をかなり使ってレクリエーションサービスなどを提供していますが、

これが右側です。サンディ・スプリングスにおいては７人の民間会社社員が公園等の管理、

レクリエーションサービスを提供します。この７人で、約 25のその他の市と契約したレク

リエーションサービスを管理して運営しているわけです。この場合も、従来型モデルです

と、私を含めて人件費等が約 230 万ドルかかります。これはサンディ・スプリングスの北

にある市も同じぐらいかかっております。ＰＰＰモデルですと全体で 170 万ドルくらいで

済むということですので、ここでも 50 万ドル超の節約が可能になったわけです。 

 

 次に建築、ビル部門ですが、現在、ビルサービスはアウトソースの契約によって提供さ

れています。かなり社員を抱えた会社です。この部分は、2010 年にさらに契約を効率化さ

せたいと思っている部分です。ということで、ノースメトロ、デンバーというコロラドの
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ＰＰＰの例を見てみます。これは、ビルディング・デパートメントサービスをＰＰＰでア

ウトソースをしております。この数字は今年の実績で、全体で 22万ドルの収入があり、経

費が 38万 6000 ドルでした。ソフトウエアの金額とか、実際のものとして、トータルの支

出は 41万ドルだった。つまり、昨年、サンディ・スプリングスはまだＰＰＰモデルに移行

してないわけですが、実際に従来型のモデルでやっているこの業務は、19万ドルの赤字だ

ったわけです。 

 

 アウトソースするという決定をして、ビルの管理等を外部委託することにしました。同

じようなサービスをどのぐらいのコストでできるか検討したところ、12 万 1000 ドルで提

供できることになったわけです。今年は、ビル・建築需要が景気の低迷によりそれほど旺

盛ではないということで黒字分は少ないわけですが、ＰＰＰモデルですと 9万 7000 ドルの

黒字になるということがわかっています。昨年の数字が右側、今年が左側ですが、昨年は

19 万の赤字ですから、19万の赤字と 9万 7000 の今年の状況ということで、それだけで市

の歳入としては 28万 7000 ドルの節約が可能になった。これは今年からＰＰＰに移行した

例です。サンディ・スプリングスでは、2010 年からデンバー、ノースメトロと同じように

したいと考えています。 

 公共工事部門ですが、いろいろなサービスを提供しています。今日は説明をするという

趣旨で、芝刈り業務の例を挙げたいと思います。現地では、芝刈りをしてきちんと保守し

ていかなければならない地面が 150 マイルぐらいあります。従来型のやり方でいきますと、

14 名の市職員が、それぞれ従来の公務員所得水準でやっていく。そうすると、トータルコ

ストは 73 万 8470 ドルが見積総額になりました。従来型ではなく、下請、委託方式でやっ

ていきますと、年間 55万ドルでできるだろうという見積もりが立ったわけです。こういっ

た路面は、毎週芝刈りをする、あるいは隔週というところもあります。それは面積とかロ
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ケーションにもよっても違いますが、そうやってメンテナンスしていくというやり方です。 

 

次の例は人材関連です。従来のモデルですと、サンディ・スプリングスの場合、この部

門に恐らく５名必要だろう、経費は 43万ドルと見積もりました。それを委託方式にし、そ

して民間企業で数名の従業員が専従ベースではなく必要に応じてサービスをすることにな

ると、35万ドルで同じことができるという見積もりになりました。多額の節約にはならな

いかもしれませんが、やはり我々市政府にとりましてはマイナスの１ドル１ドルが大切で

すので、８万 4000 ドルが浮くということであれば、それをほかに振り向けることができる

という形になるわけです。 

 



 13

 次の例、救急車の出動業務は、交渉の結果、２年ぐらい前に委託することを決定したも

のです。従来型のというか、アメリカの典型的なやり方は、消防署のほうで救急車の出動

をします。緊急出動要請の７％ぐらいが、ＥＭＳ（Request for Medical Service）ベース

で出動されていると言われております。２年ぐらい前に､もしサンディ・スプリングスにお

いて地元の消防署がこれをやったらどのくらいのコストがかかるかを見積もりました。一

番上のところは歳入です。非緊急時の出動によってどれだけ収入になるのかということで、

民間と連携してやっていくと、患者からの保険の支払いもすべて見積もりの勘定に入れる

と、歳入が 190 万ドルぐらいであると。しかしながら、サンディ・スプリングスで人をつ

けることになりますと、地元に５台の救急車があり、年中無休で 37万平方マイルぐらいを

カバーしています。そうすると、人件費が 320 万ドル、実際の出動、運営、メンテナンス

に 50万ドルかかり、トータルとして見積もるべき経費は 370 万ドルという試算結果が出ま

した。市にとって、ネット差し引きの純負担分が 180 万ドルという計算結果になったわけ

です。 

 

 これをＰＰＰ方式でやると、地域全体、メトロアトランタ全域をやってくれるような委

託契約をして、24時間、週７日体制で救急車を５台。そして最高水準の Paramedic のトレ

ーニング、あるいは研修認定書を持った人たちが従事することを前提として、45 万ドルと

いう試算結果が出ました。このアプローチは、市にとりましても、市議会にとりましても、

とてもうれしく思ったわけです。ということで、これをすることにより、このサービスだ

けでコスト節約分が 130 万ドルになるという計算結果になったわけです。 

 この緊急時の出動サービス、救急サービスですが、パフォーマンス上の最低要件があり

ます。もし必要とされるサービスの質に満たないと、委託を受けて実際にやっている民間

企業に対してペナルティ、罰金が科されることになります。いろいろな取り決めがありま
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すが、エマージェンシー、緊急時の出動のコールに対しては８分以内に出動するという水

準を設定しております。こちらを見ていただきますと、緊急以外の出動ということです。

生命の危機云々ということではないノンエマージェンシーのコールに関しては、出動時間

10 分以内としております。こちらのコンプライアンスは、契約では出動要請があった場合

には、委託を受けて実際に運営する民間企業は 90％呼応しなければならないとしてあるわ

けです。こちらは市のコンピューターシステムから直接とってきたデータですが、これは

先ほど申し上げましたが、911 契約にのっとって記録をとっております。911 センターにコ

ールが入りますと、それは録音され、記録されたデータがコンピューターシステムのほう

にたまっていく。それをここでお見せしているわけです。 

 

 成功裏に運営されているＰＰＰをやってきている立場からして、必須は何であるかとい

うと、これはコスト節約に置きかえることができます。市民にとって、コストの節約に至

らないのであればＰＰＰも論ずるに値しないことになるわけですから、いかなるＰＰＰで

あれ、それで節約できるかというこ

と。そして、アカウンタビリティー、

自己責任制ということ。すなわち、

アウトソースをした先、委託を受け

た側がこれだけは全うしなければい

けないという責任。そして Customer 

Satisfaction（顧客満足）、ここは市

民です。ですから、そういう方式に

切りかえることによって地元の市民

は満足するだろうか、これが根本的な必要要件だと思います。バリューという件になると、

サンディ・スプリングスは 2006 年の 2920 万ドルから出発しました。2010 年度の予算はと
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いいますと、その契約額は 2610 万ドルになっております。 

 これも非常にいい例ではなかろうかと思います。そのほかのジョージア州の都市の場合

はどうであるのかを、サンディ・スプリングスとの対比で見せております。サンディ・ス

プリングスは人口が９万 7000 人、139 名の公務員、人口 1000 人に対してＦＴＥ、フルタ

イム換算で 1.4 人の地方公務員。1000 ドルに対する税率が 4.73。ジョーンズクリークは、

人口 1000 人に対して 1.6 人、そして税率が 4.73 になっています。ですから、税率が最も

低いのみならず、比率、1000 人の市民に対して何人の公務員というところで、ＦＴＥ、フ

ルタイム換算で考えてみても、最も効率性が高くやっているということ。ロズウェルの場

合には、人口 1000 人に対して 3.62 人であって、税率は 6.6 ですから、サンディ・スプリ

ングスよりも相当税率が高いということです。ですから、こうやって押し並べて見てみま

すと、人口 1000 人に対して５人以上いるところもいます。そういったところですと、結果

的にサンディ・スプリングスよりも税率が倍以上高いということになっております。 

 

先ほど、アカウンタビリティーの話

をしました。これはサンディ・スプリ

ングスの市議会の写真です。この面々

に信任を託し、そして彼らは託された

立場として責任を全うしなければなら

ない。ということは、委託、アウトソ

ース方式で出した事業に関しても、き

ちんとなされていることを見届けてい

く責任があるわけです。パフォーマン

スメジャー、ＫＰＩ（業績評価指標）
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をそれぞれのサービスに対して定義し

ております。詳しくは申しませんが、

いろいろあるということを見ていただ

きたいということです。これは地域開

発、コミュニティ開発、いわゆる公共

工事にかかわるところです。ほんの一

例として、サンディ・スプリングスは

どういうパフォーマンスメジャー、Ｋ

ＰＩを使って、それに照らし合わせて

実行責任、アカウンタビリティーを確認しているのかということを読み取っていただけれ

ばと思います。 

 こちらもサマリーレポートのほんの１ページを例としてお見せしていますが、パフォー

マンスメジャーにひもづけしてレポートを出しているということ。メトリクスのダッシュ

ボード方式、これは私や担当マネジャーがパフォーマンスがどのように月次で推移してい

るのかを簡単に見られるように、こういうダッシュボードを活用しています。 
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 最後になりますが、３番目の要素があるとすれば、Customer Satisfaction。これは、サ

ービスを提供して、それに対して市民からの反応が重要であるという話です。一例として、

満足度調査のためのツールは、サンディ・スプリングス用に私ともう１人と２人で直々に

開発しました。こういった設問をして市民に問い合わせをすることによって、サービスを

どう思っているのかフィードバックを得る。それを集計することによって、市民に対して

どういうサービスが実際に提供されているのかを確認することができるということです。

ダッシュボード、これも私なりスタッフがこういうものを見ることができる。日時をこち

らを確認することによって、我々が提供しているサービスを市民はどう思っているのか、

どう受けとめているのかをチェックする事ができるということです。 

では、ＰＰＰ実施に向けての段取りということですが、第１は、既存条件がどうである

かを評価するということ。日本でも、多くの都市において現状評価がされていると聞き及

んでおります。第２は、現状を評価して状況を見極めたら、一連のサービスの中でアウト

ソース、可能性として公民連携、ＰＰＰに最もふさわしいのは何であるのかを抽出する。

第３は、きちんとした背景、要件、資質を持った人たちが評価していきます。それが購買

手法、あるいはＲＦＰ（Request for Proposal：見積要請）をする。契約書もきちんとつ

くらなければならない。契約交渉をし、先ほどお見せしたパフォーマンスメジャー、どう

いう指標を使うのか。そして、調査の際のツールも用意しなければならない。 
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 次の段階になると、準備が調ったらＲＦＰを告知することによって、市議会も市長もそ

れをきちんとサポートしていく。そして、下から２番目ですが、出てきた提案書を評価し

て、その中から最もよい、そしてコスト的にも最も有利なところを選び出す。最後の段階

になりまして、すべて情報が出そろったところで契約交渉をする。それによって、市民に

とって最もよい契約を目指すということです。 

 以上、本日は皆さん方にサンディ・スプリングスの経験をお話しすることができまして、

とてもうれしく思います。我々としては非常に前向きな経験をしてきており、2010 年に向

けてわくわくしております。契約更改の時期になるものもあります。あるいは、今の契約

のビットの取り直しも控えています。そういう現状を聞いていただきました。どうもあり

がとうございました。（拍手） 

 司会 マグダーナさん、ありがとうございました。我々はこういうことを勉強している

んですけども、市民をカスタマー、お客様と呼ぶ精神。公僕としてのサービスを徹底的に

やる。また、市役所の仕事にパフォーマンスレベルをつけて、そこに到達するか、しない

かで判断していく。民ではやっている仕事なんですけど、今まで日本では官はできなかっ

たことだと思います。日本でも先週仕分けという形で民主党がやり始めましたが、塩川総

長があれはパフォーマンス的なものでないようにとおっしゃっていましたけれども、本当

にやるとしたら、このようなシステムでパフォーマンスレベルを決めて、税効率を決めて

やっていくとしたら、絶対に必要じゃないかと思います。 

 日本でも、部分的には民間委託はもちろん進んでおります。我孫子市とか、愛知県高浜

市とか、北海道のえりも町とか部分的にはあるんですけども、包括的な民間委託というの

はまだ進んでおりません。ただ、皆さんこの話を聞いて、これはアメリカの話で日本では

関係ないと思っていると、私は間違っていると思います。日本では、地方自治体公民連携
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研究財団、地方自治体公民連携研究会というものができまして自治体の研究に入っており

ますし、自治体でもこのような包括的な勉強、民間委託を考えております。１～２年のう

ちには日本でも必ず起こると、我々は思っております。 

 次に、第２の基調講演として、フランスからのスピーカーをお呼びしております。ピエ

ール・ヴァン・デ・バイバーさんです。彼はフランスＰＰＰ協会、私はフランス語が得意

じゃないのでＩＧＤという組織ですけども、そこのゼネラルマネジャーをしていらっしゃ

います。彼はＥＮＰＣという大学を卒業しているんですけども、何と土木と Public 

Administration を両方教えるというフランス的な大学院で、そこをご卒業後、フランスの

内務省でコンセッション、ユーティリティプロモートするところにいらっしゃいまして、

その後、フランス、中国ではユーティリティいう関係から原子力発電所のオペレーターと

なられ、その後 2000 年にはＩＧＤのゼネラルマネジャーになっております。 

 フランスを代表するコンセッションＰＰＰのプロフェッショナルと、我々は考えており

ます。地方自治体におけるオペレーション、コンセッション、ユーティリティに関する本

も出版なさっております。それでは、ピエール・ヴァン・デ・バイバーさん、よろしくお

願いします。（拍手） 

 

“フランスの PPP の過去・現在・未来”   

ピエール・ヴァン・デ・バイバー氏  

フランス PPP 協会（IGD)エグゼクティブ・ディレクター    

 

 こんにちは。私はフランス人です。今日は、お話しできることを非常に光栄に思ってお

ります。田渕先生、また東洋大学には心から感謝しております。私の英語はあまりよくあ

りませんので、意味するところを説明しなくてはならなくなってしまいます。ジョンさん、

アウトソーシングの例を丁寧にご説明いただきまして、ありがとうございます。マクロ経

済的なお話をいただいたと思います。私どもは一緒に同じ道を歩んでいきたいと思ってお

ります。皆様、今日はご清聴ありがとうございます。 

 最初の１枚目をごらんくださ

い。ＩＧＤは Institut de la 

Gestion Déléguée のフランス語

の頭文字ですが、96年に設立さ

れています。したがいまして 14

年間経験がございまして、ＰＰ

Ｐで行っております。根本にな

っているのは信頼関係で、公共

サービスのマネジメントの立役

者が一緒になってでき上がった
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のがこのＩＧＤで、真のＰＰＰ

であると言っていいでしょう。

といいますのは、すべてのステ

ークホルダー、関連当事者、国

家、州、地方自治体、オペレー

ター、銀行、さらにユーザー、

スタッフ、専門家も含めた協議

体になっております。 

 オペレーターは官民双方から

出ているわけです。シンクタン

クを持った共通のビジョンを構

築しようとしました。ヨーロッ

パにおきましては、コンクラブ

といいますが、何らかの形で解

決方法を見出そうという協議会

です。ですから、問題を明らか

にしていく。まず、ボード、理

事会というのがありますが、50

名ほどのステークホルダーの参

加になっております。オリエン

テーション委員会があります。

これは、ＩＧＤのプレジデントと専門家 25名ほどで構成された委員会です。それから、エ

グゼクティブ・コミッティという執行委員会がありますが、プレジデントとバイスプレジ

デント３名、地方自治体の専門家５名からなっております。それから、国、州、銀行、ユ

ーティリティ、電力会社から参加しております。 

 それから、Cercle de Grenelle というクラブがあります。これはファウンダーのエグゼ

クティブ、創設者が 50名ほどおります。これが一堂に会してクラブとして約 200 万の社員

で 5000 億として、例えばバローゾさん、ユンカーさん、ゲノーさん、サルコジ首相なども

一緒になって話をしております。それから、スペシャル・コミッティという特別委員会が

あります。七つのスペシャル・コミッティがございまして、市民の参加を向上するにはど

うしたらいいかといった委員会などもございます。それから、ＣＦＯＰＰＰ、パートナー

ズ・コミッティという委員会があります。30 のパートナーがおりまして、メンバーシップ

のほかにオブザーバーもおります。それから、Ecole des PPP というＰＰＰの学校をつく

っております。この総長は、パリ大学の中に設立して、パリ大学がこのＰＰＰ大学院のオ

ペレーターとなって運営しております。 

 次、お願いします。では、長期契約の台頭ということで、フランスにおける状況をお話
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ししたいと思います。まず、フランス革命の前、17～18 世紀にさかのぼります。ウォータ

ールーの戦いで、最初の〔カシニ・エジニアニ？〕という方（エンジニアのカシニ？）が

1757 年に委託されたのが民間委託の初めです。その中に詳細な地図が入っておりまして、

いろいろな国がこの中にも入っていて、世界地図の中で行われました。そして、ダイレク

トオペレーティングという形でコンセッションが行われたのがきっかけです。それは 17

世紀のことですが、フランス革命によってコンセッションが行われたということですが、

自由な産業が行われたわけです。貿易及び産業の自由化が組織化されたと。ですから、業

界活動も、例えばユーティリティいった電力会社等に関しても、この形態を踏襲している

ということになるわけです。 

 19 世紀のフランスはコン

セッションの時代だったと言

っていいと思います。すべて

はコンセッションによって行

われたということで、例えば

道路網、橋梁、鉄道網、さら

にエッフェル塔もコンセッシ

ョンで行われたことになりま

す。20 世紀になりまして、モ

デルがさらに進化して、第一

次世界大戦後に民間のファイ

ナンスには限界が来た、なかなか資金調達が民間で行われなかったということで、自治体

が直接オペレーションするようになった時代がありました。第二次世界大戦後に、フラン

スは電力の国営化を行いました。ガス、鉄道に関しても国家が行うようになったわけです。

以前、こういった電力会社はマルチ・コンセッショナーということでコンセッションによ

って数社行われていたわけですが、これが国家に移ったわけです。 

 現在の問題としては、こういった直接オペレーション契約を、コンセッションによって

権利を委譲することができるのか。つまり、所有権を民間に委託するわけではありません。

公共が所有権を持ちながら、民間企業に運営を委託する、役務提供を受けることになりま

す。民営化するということではなく、所有権等を移転するものではありません。したがい

まして、役務提供に支払いを行っていくことではありませんし、また、調達とも違うわけ

です。これは権利の委譲ということになります。したがいまして、典型的なアウトソーシ

ング、コンセッションとは違うことはないわけです。救急車においても、サービスは民間

会社が行う。市町村がその対価を支払う、コンセッションという形で役務提供民間会社に

支払いを行うわけです。つまり、ユーザーが支払うわけではありません。 

 では、こういったコンセッションの形態ですが、公共サービスを成功させることが重要

です。法的な枠組みが必要だということで、公共サービスには法的な基盤、あるいは全般
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的な関心が必要ですが、まず、民間の関心を呼ぶことが重要です（公共サービスには法的

な枠組みが必要ですが、まず民間の関心を呼ぶことが重要です？）。組織としては、継続性

と平等性と品質が必要です。民間企業に役務提供の機会を与えますが、これは公共サービ

スですので長期的な独占契約になるわけです。ですから、料金も勝手に変えてはならない。

市民サービスの一環として料金設定をしなくてはなりません。公式な料金になるわけです。 

 したがいまして、民間

のイニシアティブとして

は、通常はこの中ではコ

ンセッションという形態

にして行っていくことが

必要なわけです。フラン

スのサービスには２種類

のものがあります。まず、

行政、公共サービス。こ

れは税によって賄われる

部分。公務員が公務として公共サービスを行うものです。もう一つは、通常ユーザーが支

払う料金で行う公共サービスです。ここでの職員のステータス、あるいはオペレーターは

民間企業になりますが、これは公共機関が提供してもいいわけです。フランスの場合、コ

ンセッションの形態の中でも自治体が行っている部分もございます。 

 ですから、オペレーターの

ステータスは官民あり、契約

の形態も官民とありますが、

それは必ずしも一致しません。

それぞれの組み合わせがある

ことになりますので、コンセ

ッション、権利の委譲という

のは民営化ではなく、アウト

ソースでもない。これは民間

とアウトソーシングの中間に

ある。もともとは公共部門に残り、オペレーターだけをかえるものなので、民営化とは違

うということになります。民営化の場合には公共部門が資産を買ったりできませんが、完

全に民営化するわけではなく、公共が管理をしたまま維持するわけです。つまり、マネジ

メントのモデルをダイレクトオペレーティングとコンセッションで自由に選択できること

になりますので、ミックスドモデルになります。そういうふうにまとめていくことができ

ると思います。 

 オペレーションに関しては 100％移転できますが、官の責任までは移転できない。です
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から、非常にフレキシブルなソリューションとして、どの程度までオペレーションを民間

に委託するかというレベルを必要に応じて好きなように選ぶことができるわけです。この

ように長期的な契約を結ぶことによって、実際の問題に対応できる、公共部門が抱える問

題にじかに対応することができるようになります。 

 公共の統治の上での主たる目標は、あくまでも公共に向けて提供するサービスを成功裏

に行うということ、そして、持続性のある管理運営をしていくということです。他国でも

そうだと思いますが、この例を見てみますと、運営管理が持続性のないものにとどまって

いる場合が多くある。それは経済的なことであったり、次世代への負担の押しつけといっ

たところもよくあります。フランスでも、例えば直接運営方式でやっていくことになると、

結果として管理がきちんとできないという場合もあるわけです。ですから、先ほどマグダ

ーナさんの話にもありましたが、もともとのオーガナイズをする公共部門において､市民に

対する究極の管理責任を負うということは非常に重要だと思います。 

 これはイデオロギー的な話ではなく、実効性のあるものを目指さなければならないとい

うことです。公共であれ、民間であれ、しょせん出発点は一緒であり、人は人である。と

いうことであるならば、その組織の仕方はいろいろあるかもしれないけれども、究極はし

ょせん同じなんだということを忘れてはならない。あるいは、国によっては、ある一時期

は公共部門にいて、そして民間に出て、また政府に戻るということもあるわけですから、

人は人であるということを忘れてはならないと言えると思います。 

 長期契約の話です。長期で契約するというのは、とても難しいところがあります。そし

て、それをどのようにして克服していくのかということ。そもそも定義の問題があると思

います。全員が一つの定義しか意識しないということであれば簡単だと思いますが、これ

は世界規模で共通定義を目指しております。学生があちらこちらを訪問したり、ペーパー

を発表したりというものも、一つの活動の体系であると思います。そして、いろいろなと

ころが出そろったところで、それを収れんさせていくアプローチが必要であると思います。

ということは、危機を経験した後になりますと、会計の世界では国際会計基準とか、その

ようなものが動きとして進行しています。 

 そのほかのコンセッションにお

きましても、定義を一定のものに

するところは非常に重要であると

思います。あるいは、立場によっ

て、同じ事実であっても見方が違

うことがある。その立場の違いを

乗り越えて、持続性のある継続的

なサービスを提供していくことを

目指す。ヨーロッパとしての枠組

みとして、ＥＵの条約遵守があり
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ます。これは、契約のＰＰＰ、そして組織、制度のＰＰＰとあります。コンストラクショ

ンのほうではＰＦＩがあります。ＰＦＩはリスクシェア方式で契約をしていくという趣旨

のものです。もう片方にあるのがコンセッション方式で、それは実際に委譲する、委託す

る、移転するということがあります。一方、Institutional PPP の場合には、ＰＰＰが会

社の株主のような形になります。ですから、それが公開企業であったり、未公開企業であ

ったりということです。  

次に､フランスとしてはどうなっているのかということです。まずは法律的なフレーム

ワーク、これがより最近のものです。第１号ＰＰＰは 1993 年に発足したたぐいのものです。

司法的な背景から来ているものは、2001 年に初めてのものが発足しました。コンセッショ

ンはワークプラスサービス、あるいはサービスのコンセッション。毎年の売り上げですが、

Delegate 方式は大体 800 億ユーロになります。そしてパートナーシップ契約が 15 億から

50 億ユーロぐらいにまで３年間で飛躍的に伸びた経緯があります。 

 

右のほうに行きますと、完全委託が 100％のほうで、左に行けば行くほどその比率が小

さくなるということで、いろいろな活動が列挙されています。委託するということがこれ

らのすべてのサービスに対して行われるということで、完全に網羅していませんが、病院、

大学、ハイウェイネットワーク、橋梁、港湾云々といろいろあります。どんどん運営の委

託が進んでいるというのが最近の状況です。フランスですと全体の３分の２が、やはり管

理運営を委託する方式に切りかわっていると言われています。 

 長期契約ですが、いろいろなディスカッションがなされて、見解もいろいろもたらされ

ております。何を定義しなければならないのか。最低限、目的は定義しましょうと。そし

委 託 度 が 高 い 
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て、アサインメント、使命は何とするのか、委託はどのようにしてやっていくのか。ヨー

ロッパＥＵの規制とフランス国家としての規制があります。規制の枠組みは、北米あたり

よりもヨーロッパの場合にはとても複雑になっています。日本と比べてどうなのかという

ことはわかりませんが、ヨーロッパはとても複雑である。そして、モニタリング・コント

ロール、適用していく、賠償保障とか、そういった訴訟の際には、それが何を意味するの

かを定義していく。契約期間、いつ終結するのかといったところをきちんと決めていかな

ければならない。スタッフとか、そのほかが契約終了時点においてどのような処遇になる

のかも決めておかなければならない。 

 当初から契約できちんと

分割する、分けていくとい

うことです。先ほど申しま

したが、パブリック・マス

タリング、公共がきちんと

運営管理しなければならな

いところと、日々の運営は

分ける。そして、公務員対

選挙で選出された政治家が

一方にいて、他方には運営

に当たるところのステークホルダーがいる。ステークホルダーのほうでは、長期契約では

キャパシティをどんどん増大させなければならない。知識を移転していく、知識を醸成し

ていく必要性があります。 

 フランスの場合、多くの長期契約が存在し、それはＥＵ全域の中でもフランスが一番多

いと言われています。２万 1000 ぐらいの長期契約があり、2500 ぐらいの契約の出入りが

あります。ですから、新しい契約をしなければならない、あるいは古いものが切れて、ま

た更改していくということが常時行われています。そして、契約ですが、一つの趣旨、目

的があるということ。目的があるからこそ、実績をきちんと測定、評価することができる

ということ。Result オンリー（成果主義）の契約がありますが、ＰＦＩの場合には、手段

プラス成果と両方あるわけです。どのような手続をとるかによって成果が決まるというも

のもありますし、成果だけを見ることもあります。ですから、契約のあり方そのものも試

行錯誤的な側面がありますから、練り上げる中でよりよいものにしていくということだと

思います。 

 あるいは、契約において経済性、金額をうたう部門もあるけれども、一方において司法

管轄的にどのようにしていくのかということも、活動をきちんと見ていく際に重要である

わけです。そしてまた、これはコンペ方式であるということ。というのは、冒頭、あるい

は契約の集結時点においてもそうですが、始まりと終わりでは競争する。しかしながら、

一たん契約したら、契約有効期間中というのはコンペ方式でやるのではなく、コストプラ
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スフィー方式で当事者として全力を挙げて契約を全うするということです。 

 あとは、当初設定された契約上の均衡をきちんと保つようにしていくということ。そこ

に追加分が発生してくることになりますと、これはなかなか複雑です。最近のアプローチ

として出てくる傾向があるようですが、長期契約を交わした場合には、契約でうたわれて

いることのみに傾注するというのが従来のやり方でした。最近の新しい潮流として、そこ

に追加するということもあるようです。グローバル・コントラクト、あとはマネジメント

をどうしていくのかをきちんと決め、その後オペレーターを選択するということです。い

ろいろな政治色の強い事柄に関しては、契約の場合にオペレーターをパブリックにするこ

とになります。選挙を控えますと、これがうまくいかなくなることもあります。 

 次に言っているのはグ

ローバル・コントラクト、

すべてを網羅するもので

あるということ。それを

対象としてやっていく包

括的なものであり、部分

部分をつまみ食いするの

ではない。契約するとき

にはすべてを網羅して、

必要なものをすべてそこ

に盛り込むということです。そういう意味合いでのグローバルと言っているわけです。そ

のように包括的なものとなりますと、契約当事者が一般市民を代行する形で何かを決定し

てやっていくという立場になります。同じプロジェクトのフェーズ、同じ時期に作業をき

ちんと調整していくということです。ですから、お互いに干渉しないように、今までこち

ら側が経験してきたところと、委託先が経験してきたところをどうするのか。そこでの連

携が全くないと、お互いの経験が共有されないことになります。そこでよりよいコーディ

ネーションを、調整がとられるようにしていくならば、みずからの立場において活動でき

るところが決まってきます。 

 これは、例えば金融機関であったと

しても、ファイナンスを考えるときに

は、銀行としての考え方があるわけで

す。同じ収益を計上するのに、どれだ

けの経費がかかるか。あるいは、経費

をかけるタイミングをどうするのか。

一括方式であるのか、当初一括でする

のか。あるいは、グローバル・コント

ラクトであるならば、それは発想が違
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ってきます。ですから、グローバル・コントラクト方式での銀行の立場は、公共側と利害

が一致する場合、あるいは逆の立場から金融機関を見るという場合もあるわけです。 

 ということで、オーナーシップのトータルコストを考えなくてはならない。すべての活

動も含め、コストもすべて包括的に見ていく。リスクもすべてカバーして、資産残存価値

を見ていく。ノウハウの知識移転を最終的に行うことになります。期間に関しては、ビジ

ネスモデルの最適化の大きなパラメーターになります。一部の規制においては、15年を超

えてはいけないとか、30年が限度であるといった規則がありますが、それはばかげている

と思います。ビジネス的な意味から成果があれば、期限を設定するべきではない。期間に

関しても、それぞれのシミュレーションを行って最適化してもいいと思います。コミット

メントもデッドラインとして、技術的、財務的なコミットメントだけでなく、さまざまな

組み合わせで行うべきです。それから、経済的な観点と法的な条項とを網羅したものにし

なくてはならない、それで〔計画？〕しなくてはなりません。 

 時間がなくなってきました

ので急いでお話をさせていた

だきます。報酬ですが、不足

項目に対する十分な報酬、公

正な報酬と、進捗状況で行っ

た最終的な支払いのバランス

をとらなくてはいけません。

それから、インセンティブ、

出来高によった報酬も重要で

すし、特に成果に基づいて行

わなくてはなりません。質が

高まるような形で、また予測可能な形で見ていかなくてはならない。予測可能な形で上限

を設定し、コストプラスで柔軟的に対応することになります。また、これが入ると若干複

雑になりますが、補完的な収入も必要になります。それと同時に、一貫した物の流れと金

銭の流れが必要です。財務的

なアプローチが、物の流れと

ずれて支払い等が行われてし

まうと、なかなかいい関係が

構築できませんので、その辺

の透明性を確保することが重

要です。次のページをお願い

します。 

 次にガバナンスの原則と結

果の共同研究ということです
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が、公共体の購買力を十分生かしていくことが重要で、契約を実施することによって、双

方が Win-Win となるようなものではなくてはなりません。ですから、それぞれにとって利

益があるものでなければうまくいかないということになります。ですから、Implementation、

実行をいかに管理していくか

ということが極めて重要です

し、適用性も重要です。また、

ベースバリューモデルに基づ

いて質を〔管理？〕しなくて

はならない。〔ＢＶＭ？〕のク

オリティーということで、使

い勝手のいいもの、機能性の

いいもの、そして生産性を高

めていくことが重要になりま

す。 

 利益が出れば、当然税収入にもつながるわけです。その他のさまざまな法人税、その他

参加に対して税金があると、純益の７割が税金に〔払われる？〕わけですから、企業に利

益が出たとしても、かなりの部分は税収入として返ってくることになるわけです。これが

公共自治体の収入にもなるということですので、それによって市民の負担が減るわけです。

つまり、民間の購買力を活用していく、完全なセットとして官民のサポートを得て、部分

部分を買うのではなく、成果を買うのだと。これが公共財政の改善にもつながっていくこ

とになります。 

 ＰＰＰ協会の役割ですが、危

機管理をする、リフレーション

の政策を可能にする、方針を確

立する、それから、危機後の構

築を行うということです。1996

年以来、３回ＰＰＰ協会が動き

ました。2002 年以降、2004 年の

オーダーということで、ＭＡＰ

ＰＰが行いました。2008 年には

法律を改正して、ＰＦＩのフラ

ンスでの法制度、ベースマネー・クライテリア（Monetary-based criteria？）を設定しま

した。トレーニングのポリシーに関しても導入しました。そして、2008 年からは経済刺激

策ということで行っています。 

 次のページですが、このＰＰＰ協会はさまざまな研究を行っていて、ガイドラインも設

定しています。どのように資金調達を行うのか。経済性、経理はどうなるのか。ＰＰＰを
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契約してから、どのようにサイニングを

していくのか。特に Key Performance 

Indicator（重要業績指標）をどのように

設定するのか。また、どのようにさまざ

まな形でハーモナイゼーションを行って

いくのか。公共のＰＰＰのタスクフォー

スとの調整ということで、ＭＡＰＰＰが

置かれました。それから、長期契約の枠

組みをフランスにおいてどう設立するか

ということで作業を行いました。モニタ

リングということで、コントラクトを契

約した後、フォローアップとしてＣＦＯ

ＰＰＰというものにしました。それから

ベストプラクティス、あるいは知識移転

のリスクカバレッジということで、ＭＡ

ＰＰＰを設立しました。 

 トレーニング、コーチングに関しては、

ＰＰＰの最初の大学院を設立しました。

トレーニングのための国家計画というこ

とで、National Centre for Training と

いうことで地方自治体の教育を行いました。これはＣＮＦＰＴとなっています。それから、

ＭＡＰＰＰとのコーディネーションを行っています。行政の基本的なサービスについての

ガイドラインを出しております。また、参加型管理ということで、基本サービスの参加型

モデルを確立しました。つまり、ユーザーの関係を構築し、忠誠度を高めるということ。

Cercle de Grenelle というシンクタンクも確立（設立？）したのは、ご紹介したとおりで

す。次のページをお願いします。 

 日本とフランスの間で、特に

インフラストラクチャー、ファ

シリティ、サービス、同じよう

なニーズが必要であると（ニー

ズがあり？）、特に持続可能な管

理が必要であると。つまり、大

きな問題としてリスク管理の問

題、資源がそれほど多くない中

で、どのようにこれを活用して

いくかということです。7.2 の
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ところですが、やはりガバナンス

を相互に高めていくということで

す。公のガバナンスも高めていく、

それから文化的なところも見てい

く。日本とフランスはそういう意

味では同じような問題を抱えてい

ると言っていいと思いますが、そ

の辺は解決できると思います。ま

た、ユーティリティパフォーマン

スを開発することで、経済的な魅

力も出てくる。日本にも非常に大

きなオペレーターがありますし、

多くのメガバンクがありますから、

大手の銀行と一緒にやっていける

と思います。 

 フランスにおいては強い政治的

な意志があって近代化が進んだと

いうことですし、財務的な制約に

よって管理をしていることになり

ます。それから、一般的なヨーロ

ッパの傾向は、ＥＵ全体でもＰＰ

Ｐが主題になっています。欧州委

員会におきましてもＰＰＰが奨励されているということですし、パリ宣言といった形で経

験が参照事例として紹介されております。７月７日にパリ宣言が出ておりますが、危機状

況があった、税収入が減っているといった状況から、公共でできることが制約されてきて

いる。経済的に経営効率性を

求めるというところがこの背

景にあるわけです。 

 最後のページになりますが、

ＰＰＰはさまざまな一般的な

活動の実行の手段としては主

流になりつつありますし、今

後とも主流であると思います。

これは日本でも、今後の動向

かと思います。以上です。今

日はお話しできて非常に光栄



 31

でございました。ご清聴どうもありがとうございました。（拍手） 

 司会 ヴァン・デ・バイバーさん、ありがとうございました。 

 私は、この夏にヨーロッパのほうにＰＰＰ視察に行ってまいりました。今日、ヴァン・

デ・バイバーさんからは発表はなかったんですけども、一つ驚いた話を皆さんにご紹介し

たいと思います。フランスの高速道路は 90％を民間がつくっていると。彼が言っていまし

たコンセッションの話ですけども、土地を購入してデザインして工事をして、オペレーシ

ョンをやってメンテナンスをやって、しかし 100 キロ７ユーロ、約 900 円ちょっとしかチ

ャージできない。でも、90％が、先ほど彼がおっしゃいました長期的な契約でもって可能

であると。 

 日本の高速道路のオペレーションとは全く違うと思うんですけども、民主党では無料に

するという話もありますけども、オペレーションメンテナンスでコンセッションを入れて

長期的な契約を入れれば、もっともっとリーズナブルなＰＰＰによる日本の高速道路経営

もできるのではないかと思って勉強してきました。 

 バイバーさん、本当はフランス語がいいとおっしゃっていたんですけども、今日は英語

でやっていただきまして、どうもありがとうございました。これで、２人の基調講演を終

了させていただきます。 

もうお２人お話をいただく方がいらっしゃいます。それは休憩の後ですけども、サンデ

ィ・スプリングスという町をどういうふうにして形成したかという張本人と､今、韓国で非

常に話題になっている長城郡の話をしていただくことになっております。 

 今日の二つの話ですが、簡単にＰＰＰの種類ですけども、最初にマグダーナさんが話さ

れたＰＰＰは、官の組織、サービスを民で経営する。アウトソース、民間委託でやるとい

うＰＰＰです。後のヴァン・デ・バイバーさんのほうは、箱物、開発、インフラ、都市開

発をやるときに民間の力を使うという開発系のＰＰＰです。両方ともまた、これにイギリ

ス的なＰＦＩ、日本が輸入したＰＦＩ、アメリカ的なＰＰＰの箱物づくりといろいろとＰ

ＰＰはありますが、基本的にはインフラ都市開発系と官のサービス、組織をどう運営する

かというところでＰＰＰが使われると思います。 

  

（休憩） 
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 司会 それでは、これからパネルディスカッションに入ります。その前にお２人に短い

プレゼンテーションを、スピーチだけでパワーポイントはありませんが、サンディ・スプ

リングスをどのように使って、今どうなっているかという話を、創設者の私の左にいらっ

しゃいますオリバー・ポーターさんからいただきます。その後で韓国の株式会社長城（チ

ャンソン）郡という、これも非常におもしろい話です。楽しみにしてください。それでは、

最初にオリバー・ポーターさんから。そこに箱を置いてありますので、質問がありました

ら書いて入れてください。 

 

オリバー・W・ポーター氏  

      サンディ・スプリングス市設立準備委員長 

 

 皆様こんにちは。今日これだけ多くの方々、市町村の方々、自治体、

また経済界、学会の方々、お集まりいただきましてまことにありがとうございます。この

ような形で日本でお話しさせていただくのは、この２年で３回目でございます。 

 シンポジウムのトピックでありますＰＰＰは、日本の地方自治体の将来にとりまして極

めて重要であり、関心が高いことと考えております。都市の地方自治体の従来のサービス

の提供の仕方は、やはり効率的ではないということが判明してきました。 

 日本でも 1700 ほどの地方自治体都市がありますが、その債務残高の状況を見ましても、

税収入の４分の１が利払いに消えているという状況です。元本ではなくて金利負担に回っ

ているわけであります。こういった状況では持続可能ではないわけです。ということで、

今日はこういった地方自治体の運営が、限られた予算でどう市民ニーズに対応した公共サ

ービスができるかということで、従来のやり方ではない新しいモデルについてお話しした

いと思います。 

 2005 年に、私はボランティアの市民として、新しい市をジョージア州につくるという責

任を負ったわけです。この都市こそがサンディ・スプリングス市ですが、50 年間でジョー

ジア州では新しい都市が誕生するのは初めてのことでした。ですから、この新しい都市を

どうつくったらいいのかという参考になるようなものはありませんでした。ということで、

法改正等に関してもかなり時間がかかりました。そして市民投票を行い、2005 年 10 月に

レファレンダムが行われたわけです。市民の参加があり、94％の市民が新しい都市をその

年の 12月１日に誕生させるということで支持を得たわけです。そのときには、この作業を

完了するのに数カ月しかありませんでした。人口約９万人の都市を準備するのに数カ月し

かなかったわけです。 

 さらに大変なことに、法規制のもとでは全く資金もない、市の職員もいない、また全く

組織に対して権限も与えられていないという状況でした。つまり、12月１日の真夜中以降

に正式に権限が委譲して市が誕生するまでは、何の権限も与えられなかったということで、

職員の採用、トレーニング、あるいは装置・機器を買うこともできず、作業する場所も何
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もない中から、夜中を１分過ぎた段階からすべて始動、機能しなくてはならなかったとい

う状況ですが、それを可能したわけです。 

 では、どのように、これを成功させたのかというモデルをご紹介したいと思います。設

立以来４年たっておりますが、これは非常にうまくいっております。これはサンディ・ス

プリングスだけではなくて、四つの新しい都市がサンディ・スプリングスのモデルを踏襲

して行っております。 

 では、サンディ・スプリングスに対して提案したわけですが、ＰＰＰを使ったらどうか

という提案をしました。すべての市民サービス、公共の警察、消防、救急、裁判所以外を

すべてＰＰＰで提供するという提案です。つまり市の行政、財政、会計、情報技術、シス

テム開発、人事、さまざまな治安の行政サポート、公共工事（建築、雨水管理、交通管理、

設計、公園レクリエーション）、また通信開発、ゾーニング（区画整理）、その他公共情報

についてもすべてＰＰＰで行うという提案です。 

 ＰＰＰモデルにおきましては、こういったサービスはすべて民間企業との契約において

提供されています。従来型の地方自治体のサービス提供においては、アメリカの場合、地

方自治体がすべての職員を市の職員として抱え、すべての資産を所有して提供しておりま

したが、そこから脱却したわけです。９万人の市民を持ったサンディ・スプリングスが、

市の職員は２人だけで誕生したということになるわけです。 

 2006 年になりまして、私はサンディ・スプリングスの経験をもとに、この都市が他の都

市のモデルとなるように本を発表しました。その後、二つの新しい市が生まれました。４

番目、５番目の都市が 2007 年、2008 年にそれぞれ誕生しております。私はアドバイザー

としてこういった都市に対してアドバイスを提供し、そのすべての需要におきましてＰＰ

Ｐモデルが採用されております。 

 こういった地方自治体がどのように進展を遂げてきたかというお話をしますと、何時間

にもわたってしまうわけですが、その辺のところはすべて割愛させていただいて、成功し

たということだけお話しさせていただきます。2008 年に本を発表しましたが、ＰＰＰモデ

ルがどのように採用されたかという事例を詳しく話しております。１巻、２巻と出ており

ますが、日本では１冊の本として和訳版が出ております。 

 市の指導者あるいは市民の満足度を上げるということ自体、ＰＰＰモデルの成功及び価

値についてお話しさせていただきたいと思います。サンディ・スプリングスは、財政的に

非常に大きな成功を遂げたということが言えるわけです。当初、準備に何百万ドルとかか

りました。しかし、サンディ・スプリングスは増税をしませんでした。そして、その後４

年間全く増税を行わなかったわけです。その４年間の間に、ジョージア州の他の郡、都市

は 20％ほど増税を行っておりますので、これは画期的なことです。 

 サンディ・スプリングスは４年間で均衡財政を達成したのみならず、全く借り入れがな

い。むしろ、準備高として黒字を達成し、昨年は 1400 万ドルほどの余剰金が生まれており

ます。これは景気後退期に実現したということ、従来型の地方自治体が赤字に苦しみ、サ
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ービスを切り詰める中で達成したということが、目を見張るところであります。 

 財政的に健全であるというだけでなく、さまざまな新しいサービスをより改善したレベ

ルで市民に提供することができているのが、サンディ・スプリングスです。『Forbes（フォ

ーブス）』というアメリカの経済雑誌がありますが、サンディ・スプリングスは、アメリカ

全体で 15 番目にすばらしい都市であるという結果が出ております。 

 もう一つ、アメリカの 300 都市を対象とした全国レベルの調査によりますと、規模第２

位のＰＰＰ都市であるジョーンズクリークが、住民の居住環境としてトップ 10 の中に入る

としております。ジョン・マグダーナさん、サンディ・スプリングスのシティマネージャ

ーが先ほど詳細を語られました。 

 どれだけ満足しているかという確たる証拠として、最近のサンディ・スプリングスの選

挙を挙げることができます。すなわち、市が発足してから丸４年経過しているわけです。

ＰＰＰ都市として丸４年経過したわけですが、議会と市長が選挙となりました。そして、

現職が最低 84％の投票率をして再任を果たしております。それだけ市民は満足していると

いうことです。 

 さらに、ＰＰＰの金銭的な価値ということで考えるなら、大きなアメリカの大学が行っ

た調査を挙げることができます。こちらの大学調査で、「ＰＰＰ都市」対「従来型都市」の

経済性を比較しております。手法は至って単純で、五つのＰＰＰ都市を従来型の比肩し得

るその他の条件が同じような都市と比べ、同じようなサービスを提供する際のコストを比

較しているわけです。二つずつ従来型、ＰＰＰとペアを組ませて対比したわけですが、平

均的にＰＰＰ都市の市民１人当たりにかかるコストが 48％。ということは、従来の都市で

同じサービスを提供するのが、半額以下で提供できているということです。 

 アメリカの都市での大きな問題の一つが、年金あるいはその給付金にかかわるところの

長期債務、あるいは建物やいろいろな設備を持つことによる負担が挙げられています。Ｐ

ＰＰ都市というのは契約方式で発足していますので、そういった問題は一切ないというこ

とです。 

 今後に向けての機会を論じたいと思います。そして、ＰＰＰ方式を日本でも登場させる

ことの意義、必要性に関して論じたいと思います。ＰＰＰの必要要素は三つあります。ま

ず、その１ですが、これは公共部門にあります。公務員の方たちは、より効果的なモデル

を選択するという意志を持たなければなりません。そうしなければ、どんどん負債が膨ら

むということです。そして、どのような方式をとれば、都市が提供するサービスがよりよ

いものになるかを模索するということです。 

 日本の都市は最低限この金銭的な、あるいはサービスの有意性という切り口からＰＰＰ

モデルを検討すべきだと思います。検討していきますと、明白になってくる点があると思

います。すなわち、ＰＰＰ方式を導入したからといって、公務員の権限が剥奪されるとい

うことは一切ないということ。ＰＰＰモデルに移行しても、最終的には市民から選出され

た今までと同じ権限のある人たちが権限を持つということ。政策方針決定、あるいは予算
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のコントロールに関しても同じです。そして、プロのシティマネージャーが日々の執行を

司ることがある。そこが変わる部分です。 

 ２番目の要素は民間部門です。これは企業、複数の会社ということになると思いますが、

質の高いサービスをより安価に市民のために提供していくということを決意するわけです。

アメリカのＰＰＰ都市の場合、より研さんを積んだ動機づけのきいた人たちがそこに携わ

ることによって、柔軟性高く持ち合わせている能力を発揮し、そしてすべて契約に立脚し

て、最新鋭のシステムを活用しながら、効果的にその管理もしながらサービスを提供して

いるわけです。 

 ここでの要となる要素ですが、その民間企業においては利益を計上することを許される

だけではなく、そうなることを周りから期待されるということ。となりますと、会社の側

にも動機づけが働くというものでしょう。日本の企業にとりましても、こうなれば大いに

関心が募るのではないかと思います。潜在市場はそこにあるということ。潜在市場規模と

しては、日本の場合のＰＰＰ都市というのは、およそ 1000 億ドルとも言われております。

これは巨大な、今まで誰も着手したことのない市場の誕生であるわけです。今までのとこ

ろ、ほとんどの企業はこういったところの検討は進めていないと思います。 

 ただ、私は以前、一時代におきましては世界最大級で 100 万人以上を雇用する、ある会

社の副社長をやった経験がありますので、そういう立場からすると、ＰＰＰは大企業にと

って大きな機会になるのではないかと思います。大企業であるからこそ管理、事務部門、

経理、財務、人事、ＩＴといろいろなスキルを持ち合わせている。もちろん、今まで道路

のメンテとか上下水道の管理はやったことがないかもしれないけれども、企業として培っ

てきたところのいろいろな部門のスキルがある。それをネゴ方式で競い合いながら受注、

落札することができるということになれば、会社チームとしての威力が発揮できるという

ことになると思います。 

 サンディ・スプリングスの場合には、ある１社が当初の契約に基づいて負担したところ

があります。そして、その下にサブコンが 11社つきました。しかしながら、最終責任は市、

ガバメント側がとるということはとても重要であると思います。 

 ３番目の要素はパートナーシップです。公民両方が連携を組まなければならない。協調

することによって目的を達成するということです。ですから、パートナー方式であるんで

すが、これは非常に重要で難題でもあるわけです。アメリカのとある有名な会社社長が言

っていたところによれば、「信用はするけれども、証明せよ」と。これが、ＰＰＰの契約で

も該当するわけです。だから、きちんとそれが立証できるようにしなければならない。そ

して、あくまでも解決しなければならない課題があるとすれば、それは民官両方でやって

いく。そして、うまくいかない場合には契約の打ち切りもある。 

 しかしながら、ＰＰＰにとって何らの阻害要因もあると思います。これは多分に政治的

な意味合いがあるわけです。すなわち、現状維持に強い利害を感じている利害集団がある

と、それによって頓挫してしまうことはあります。ただ、本日それを論じる時間はないと
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思います。しかし、そういった阻害要因があったとしても、それを克服しながら、落札し

た民間企業の従業員に害が及ばないようにやっていくやり方はあります。 

 こちらから提案したことにより、日本の加西市においてＰＰＰ方式を導入する可能性が

あると。加西市というのは人口５万人の都市で、漸進的なリーダーシップで第１号の都市

になろうとしている。いろいろとまだ課題はありますが、同時に加西市以外のほかの都市

においてもＰＰＰ方式を導入することによって、よりよい役務提供をしていく可能性のあ

る都市が多くあるのではないかと思います。 

 やはり、選出された者にとっての最終責任は地元に対してあるということになるならば、

最も効果的、効率的な責任のとれる形でやっていくことがしかりであると思うわけです。

であるならば、公務員の立場としても、今までのやり方と違う代替的なやり方でよりよく

なるということであれば、最低限検討に値するのではないかと思います。経験からいえば、

ＰＰＰによってそういった機会が具現化すると思います。本日はご清聴ありがとうござい

ました。（拍手） 

 司会 ポーターさん、どうもありがとうございました。52％のコスト削減に 40何億の余

剰金が出たと。４年間での話ですが、周りの自治体が税金は上がり、サービスがカットさ

れて、負債がふえているところでの話ですから、すばらしい成果が上がっていると思いま

す。また、このコスト削減がどのような形で行われているかということは、先ほどのマグ

ダーナさんのサンディ・スプリングスの個々の事例からはっきりしていると思いますし、

我々の大学の公民連携研究会でも同じような成果が上がるということを研究しております。 

 ポーターさんの本ですが、サイン会をやりますので、会議が終わった後で本を持ってい

る方にはポーターさんがサインをしてくれることになっております。それと、マグダーナ

さんの先ほどの発表で、ビルディング・デパートメントサービスのところで間違いがあり

ました。配付資料では９万 2599 と出ていたんですが、彼がパワーポイントでやりました

28 万 7511 が正しい数字です。その次のページのパブリックワークサービスでも 47万 5014

と出ていたかと思いますが、彼が発表した 18 万 8470 が正しい数字です。おわびして訂正

させていただきます。 

 次に、韓国にすばらしい町があるということを私は今年勉強しました。その郡ですが、

これを行った郡守さんは今、韓国では大統領と同じぐらい有名と聞きましてびっくりして

おります。今日は長城（チャンソン）郡の話に関しては趙佑鎭さん──韓国出身で延世大

学経営学科卒業後、文部省奨学生として日本に留学し、慶應義塾大学大学院商学研究科前

期・後期博士課程を修了。その後、かながわサイエンスパーク（専門研究員）、青森公立大

学経営経済学部准教授を経て、現在、多摩大学経営情報学部で准教授をなさっています。

趙佑鎭さんよろしくお願いします。（拍手） 
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趙 佑鎭氏    

多摩大学経営情報学部准教授 

 

 はじめまして。多摩大学経営情報学部准教授の趙佑鎭と申します。よろしくお願いしま

す。今日のテーマであるＰＰＰ、ＰＦＩというのは、地域活性化のための一つのイノベー

ションだと思います。そのイノベーションですが、人類の歴史上、今ほどぐらいすべての

レベルにおいて──このレベルというのは国家単位でも地域単位でも企業単位でも大学単

位でもしかるべきですが──絶対的に必要なときはなかったと思います。特に、今や政府

だとか自治体のイノベーションが遅れると、政府や自治体が国家発展、企業競争力、地域

競争力を妨げる障害要因になるということです。そこで、政府や自治体が国家と地域競争

力のコアの役割を担うのは可能であり、今日私が述べるある地域とその自治体のイノベー

ションは規模が小さいとはいえ、その最たる例と言えます。 

 私はマーケティング、アントレプレナーシップを専門に学校で教えているので、地方自

治にはそんなに詳しくはないですけども、ただ、20 年前に日本に留学して大学院にいたと

きに、アルバイトで神奈川県知事の長州一二という方の通訳を長く務めていて、そのとき

に長州知事の地方の時代の精神に非常に共鳴して、日本の地方自治の歴史、問題点を長州

知事からいろいろ示唆を受けたんですが、この場で地方自治と関連する話ができて大変感

慨深いものがあります。大体マーケティング、ベンチャー企業経営について話すのが通例

ですけども、非常に今日は感慨深いものがあります。 

 この長城郡ですが、長城郡は人口５万人の小さい郡です。公務員の数は 600 人ぐらいで

す。場所は韓国全羅道で、金大中さんの基盤になっている光州の隣の村です。かつては長

城郡といってもだれも知らない。韓国人同士が自分を紹介し合うときに、どこ出身ですか

と言ったときに、長城郡と言ったら絶対誰も知らなかったんです。今や長城郡と言ったら、

「あっ、あそこの有名な郡だ」と韓国人全員が知るようになりました。 

 何でそんなに全員が知るようになったかというと、前のノムヒョン（盧武鉉）大統領が

年始の国政演説の中で、「韓国の公務員が長城郡の公務員になれば、韓国は先進国になる」

と訴えたわけです。ノムヒョン政権は、ちょうど政府のイノベーションを掲げて至るとこ

ろで改革を進めたんですが、そのときのキーワードがイノベーションだったんです。韓国

の大統領府の直属の企画室ではイノベーション専門の研究チームをつくって、韓国の行政

の効率化を進めるために、民営化をどんどん進めたわけです。 

 そのときに最たるイノベーションの地域、自治体の最たるイノベーションの事例として

長城郡を挙げて、韓国の経済危機は 1998 年のアジア経済危機だったんですが、そのアジア

経済危機を迎えたのは公務員が怠慢であったからだと。もし、これが長城郡のような公務

員だったら、そんなはずはなかったんだと。そういうニュアンスの話をしたんです。 

 この長城郡の郡守さんはキム・フンシク（金興植）さんという方で、私もたびたびお会
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いしているんですが、出身は経営者の方です。長らく経営者出身でして、その前は師範大

学を出たんです。やはり教育についてある程度基盤があって、その後、実業界に身を投じ、

そして実業界で成功して、選挙で「株式会社長城郡」というキャッチフレーズを掲げて…

…。実際に今、長城郡が株式会社になっているわけではありません。あくまでもキャッチ

フレーズです。株主は郡民であり、郡守（村長）はＣＥＯ（最高経営者）であり、そして

行政公務員たちは会社員であると。そういう発想で経営マインドを行政に融合しようじゃ

ないかと。それを掲げて当選したわけです。 

 彼は教育を中心として改革に成功したんですけども、結果としてどういうのが成功した

か。今回配ったお手元の資料の 34 ページにフルペーパーがありますので、それを読めば私

の話を聞かなくてもよろしいと思うのですが、そこを見ると、こういう企業の経営マイン

ドを行政に組み合わせることで、どういうことが成功したか（お分かりになると思います）。 

 例えば、中央政府に先駆けて韓国最初のホームページ開設をしました。韓国では他は結

構後進的ですけども、ＩＴだけは非常に進んでいまして、そのＩＴ分野でも長城郡は大統

領府よりも早くホームページを開設して、いろんな情報発信をしました。電子決済システ

ムもいち早く導入しました。あと、郡のキャラクター事業。これはマーケティングの話で

すが、最近日本でも自治体のキャラクター、ゆるキャラとか、いろいろ出ています。長城

郡は既に 10年前から、徹底してマーケティング志向でキャラクター事業を行って、そのキ

ャラクターが今や漫画、アニメも進出してある程度の成果を上げております。それが長城

郡のイメージキャラクターとしてビジネスにもつながっているということです。 

 有機農業もなかなか成功しておりますし、観光事業の活性化。あと、農産物の輸出市場

開拓。長城郡の農民たちは非常に海外開拓に熱心で、多くの農民たちが海外研修を郡と組

んで出かけて、ヨーロッパや日本の先進の農業技法を勉強しているわけです。いろんな成

果があります。地域経済振興の成果で最も明るい事例としては、フルペーパーにも載って

いますが、多くの韓国のものづくり系企業、特に大企業の工場を誘致しています。 

 このような成果を土台にして、長城郡は政府、研究所、市民団体、オンブズマンなどか

ら高い評価を受けて、11年間に169の賞をとっています。地域イメージを大幅に向上させ、

受賞の賞金だけでも 2006 年末までに 105 億ウォン（約 10億円）を獲得しております。 

 韓国はこの点は非常に厳しいところがある。どういうところかというと、自治体のパフ

ォーマンスについては、各市民団体や中央政府ではパフォーマンス評価は非常に厳しいの

で、そこで１位とか、いい評価をとったところには賞金が出る。初期のころは長城郡がほ

とんど賞を総なめしました。その賞の例からいくと、あらゆる分野からの賞です。 

 このＣＥＯ型の郡守ともいうべきキムさんですが、キムさんに改革実績の秘訣について

尋ねると、彼は一にも二にも教育、人づくりであると。ここにも経営学の専門の方は（い

らっしゃると思いますが）、人づくりが経営の基本であるというのはだれでも知っている話

です。しかし現実には、不景気になると一番減らされるのは教育費です。 

 しかし、キムさんは逆の手法で、いくら厳しいときでも教育費だけは最優先事項として、
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住民と公務員の意識改革のための教育費をけちらなかった。膨大な投資をしたわけです。

やはり、教育に対する確固たる信念があったということです。「世の中を変えさせるのは人

だが、人を変えさせることができるのは教育だ」というのも彼がよく言う言葉です。株式

会社の看板を掲げた彼は、郡守に就任するやいなや、公務員と住民の意識を変化させるた

めに、教育と研修を重視する政策を広め始めました。 

 そのときに何で教育に力を入れるようになったかということですが、話は単純でしょう

けども、何がきっかけになったのですかとインタビューすると、こう言うんです。何か改

革をしようとすると、役人たちが「前例にありません。規定にありません。予算がありま

せん。我がところの管轄でありません」と言う。なかなか逃げがうまい公務員ばかりでし

て、いくら１人の改革の首長が乗り込んでも、こういうことを言うとなかなか改革は進ま

ないわけです。そこで、どうすればいいかと悩んだところ、やはり意識改革しかないと。

じゃ、意識改革となると、脅しとか、降格人事をすればいいかというと、これは逆効果で

あると。やはり、おのずと公務員たちが改革に向かうような仕掛けが必要だと彼は思った

んです。そこから生まれたのが教育重視という話です。 

 この教育重視のキム郡守の政策の中で誕生したのが、今やブランドといってもいいんで

すが、長城アカデミーです。長城アカデミーというのは、住民と公務員の総論教育です。

広いホールに毎週１回、政治、経済、社会、文化、宗教、経営、行政、エンターテインメ

ントも含めて、あらゆる分野の第一人者を招待して、住民と公務員が一緒になって２時間

半ぐらい講義を聞いて、ディスカッションする場を設けているわけです。これは既に 12～

13 年、１週も欠かさずにやっております。学習する地方自治体の体制を長城アカデミーに

よって確固たるものにしたわけです。ここに来る方たちは韓国トップクラスの講師でして、

大学の先生、新聞記者、評論家、国会議員、総理大臣、所轄官省の大臣など、いろんな人

が各分野の世界の潮流についてわかりやすく語るわけです。 

 ここで注目すべきことは、長城アカデミーの講義のレベルを一切の妥協をせずに最高に

設定したことですが、私は素晴らしかったと思うんです。それには予算がかかるけれども、

予算の少なさを理由にしてほどほどの適当な講義ではいけないと。だから、妥協を許さず

にやった。こういう講座をアレンジするのは一自治体では厳しいわけです。一流の講師を

紹介すること自体もそうですが、大変難しいです。 

 これをどういうふうに乗り切ったかというか、民営の社団法人韓国人間開発研究院とい

う経営者の教育機関がありまして、ここは特に最高経営者を相手にする教育機関として有

名で、ここに外注して、大きな流れは郡のほうから、こういう方向の教育をしてくれとい

うのを社団法人韓国人間開発研究院が受けて、一流の講師の紹介をそこがやるわけです。 

 こういうことをするときに問題になったのは、さっきＰＰＰも導入するには政治的ファ

クトが非常に難しいので、今日はここは言及しないと言ったんですが、やはりこういうの

も政治的な抵抗に遭うわけです。どういう意味かというと、物好きな郡守が田舎の郡民と

公務員たちに、トップクラスの話を聞かせてもしょうがない。予算の無駄だということで
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郡の議会でも反対した。そして、地方のマスコミでも予算の無駄遣いだと。だけど、彼は

真っ向から郡議会とマスコミとの戦争を宣言したわけです。改革のためには、たとえ橋一

つ、建物一つ建てなくてもいいんだ。教育にすべてをかけると。結局、地域住民たちの支

援によって、この郡守の勝利に終わって、今や郡の議会も一生懸命勉強していますし、マ

スコミも全面的に教育重視の行政について支援しているわけです。 

 長城アカデミーのポイントですが、すべての講演は首長（郡守）と公務員と住民が一緒

になって学習するというのがポイントです。大体教育というと、私も大学ですと学長が挨

拶した後、学長はさっと帰って、下々の若いのが勉強するんですが、ここはそうじゃなく

て、一番前に首長さんが座ってメモをとりながら勉強している。そうなってくると、住民

たちも公務員たちも勉強せざるを得ない。これを１週も欠かさずに、この首長さんはやっ

ている。みずからが模範を示しているということです。何よりこういうことを通して、今

後の意識改革の道しるべがここで生まれてくる。住民と公務員と首長の一体化がここで進

むということです。 

 私は本を書くために職員たちにインタビューしたんです。研修をして自分の変化を感じ

ているかというと、いろんないいことを語ってくれた。なかなかいいことを言うなと思っ

たのは、長城アカデミーで話す内容は何が有効かというと、各部署の公務員たちが新しい

政策を導入するときに、自分らが言い出しっぺになったら、上からの目線で行政を引っ張

るようで変に勘ぐられてしまうと。それよりは第三者の専門家が世界の潮流を話しながら、

自然と共感を得るような雰囲気づくり（をしていくこと）が非常によかったと。だから、

各部署はトップクラスの先生の紹介を長城アカデミーに頼むんです。まさしく今日のこの

ようなセミナーをさせてくれと。そこで各部署の公務員たちも住民たちも納得していくん

だと。なかなかいいことだなと思いました。 

 長城アカデミー以外にも公務員の研修は非常に激しくて、長城はすべての公務員たちを

海外研修に行かせております。600 人の全公務員を１週間以上の海外研修に行かせて、要

するに「井の中の蛙（かわず）」を脱しろと。韓国も地方公務員となると、その地域では自

分が偉いと思っているんですが、いざ海外に出かけると、やっぱり世の中広いということ

で、意識改革のきっかけづくりになるみたいです。もう一つ、全公務員を対象にして、大

企業の経営研修所に全公務員が泊まり込み、１週間でさまざまな経営のイノベーションの

技法を身につけるのも、ここの特徴です。 

 キム郡守がよく話すのが、「考えが変われば行動が変わり、行動が変われば習慣が変わり、

習慣が変われば運命が変わる」と。これは聞いたことが皆さんおありでしょうか。これは

実は楽天イーグルスの野村監督が言っている話です。私は野球が好きで、野村監督の本は

２～３冊読んだことがあるんですが、これ、同じじゃないかと思った。これはだれか哲学

者のフレーズだったらしいんですが、長城郡はこれを 10年前から郡の役所の玄関に掲げて、

考え方をどう変えるか。いくら革新的なツールがあっても、考えが変わらなければどうし

ようもない。だから教育するんだということでこの話を掲げて、やはりこういうキャッチ
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フレーズで、楽天も長城も成功したんだなとしみじみ感じている次第です。 

 キム郡守はすばらしい方ですが、非常に謙虚なことを言っていまして、やはり自分は日

本から多くのヒントを得ているんだと。自分が郡守に就任する前に、教えを請いに出雲市

に行って岩國哲人さんに、「行政は最大のサービス産業というけども、出雲市ではどういう

ことをやっているんですか」と。そういうのを小まめに勉強し、それを長城に持ち帰って、

それをもっと熾烈に実行しているわけです。今や長城のほうがより熾烈に行政サービスを

行っていると思うんです。松下幸之助の人づくりの教えというのも彼は非常によく知って

いて、やっぱり多くのヒントを日本からも得ているわけです。そういう意味では地域改革

の答えというのは、既に日本の本屋さんに行けば全部書いてあるものであって、後はする

か、しないか。そして、キム郡守のように腹が据わっていて、議会との戦争も周りのプレ

ッシャーも辞さずにやっていくかどうか。そういう段階じゃないかと思います。 

 最後に、日韓の交流も含めてこういう国際フォーラム、韓国の地方自治の歴史は非常に

浅いわけです。こういう地方自治の歴史の中で、韓国が日本や海外の先進事例を勉強しな

がら交流して、アジア型の新しい地域活性化、自治体改革などのいろんな話し合いができ

ればと思うところです。ありがとうございました。（拍手） 

司会 趙先生ありがとうございました。この長城郡に関する日本語の本が来年には出版に

なるそうです。私も少しコメントを書かせていただきました。ぜひお読みいただきたいと

思います。 

 これから皆さんからいただいた質問も含めて、パネルディスカッションに入りたいと思

います。パネルディスカッションはポーターさん、趙先生、そして東洋大学大学院経済学

研究科公民連携専攻の専任教授でいらっしゃる根本先生にも参加していただきました。そ

こで最初に根本先生に質問したいんですが、今日のポーターさん、趙先生のお話を聞いて

総括ではないですが、どういう感想を得られたか。 

根本 今日は天気が悪くてどうなることかと心配しましたが、足元の悪い中をお集まりい

ただいてどうもありがとうございます。こういう形でＰＰＰの火をどんどん拡大していき

たいと思っています。 

 今日の話は皆さんそれぞれ大変すばらしくて、私もこの分野でいろいろやっていること

にはなっているんですが、初めて聞くような話がいっぱいありました。特に最後の趙先生

の話は本邦初公開ですし、日本にいらっしゃるということなので、多分明日と言わず、今

日の夕方ぐらいから講演依頼が殺到するのではないかと思います。ぜひ、あちこちに広め

ていただいて、日本のことを真似て、でも拡大をしておられるということで大変勇気づけ

られましたし、負けてはいられないというのが正直なところです。 

 実は今日の通しのタイトルは「政権交代とＰＰＰ」で、冒頭、総長の塩川が、政権交代

とＰＰＰというのは何か飛躍しているなと言いながら登壇していきまして、そういう発言

をしたと思いますが、どういう意味かといいますと、彼の理解というのは、ＰＰＰという

のは現代の日本に残された唯一の選択肢という意味なんです。 
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 ＰＰＰの前は、大きな政府と小さな政府というイデオロギーの論争がありました。大き

な政府は財政赤字を招き、小さな政府は基本的にはいいけれども、小さ過ぎる政府が所得

格差、痛みを生み出してしまった。この二つ、いずれも極端なことはよくないので、政府

は政府としてきっちり責任を果たしながら、基本は民間あるいは市民、国民のレベルで物

事を解決していこうというのがＰＰＰであって、今やこの選択肢しかない。 

 だから、ＰＰＰの頭に「政権交代と」とつけると、何党のＰＰＰなんだと、そんな話に

なってしまう。そんな次元ではない。自民党だろうが民主党だろうが、呼び名は違うかも

しれないけどもＰＰＰしかないわけなので、政権交代とは切り離して考えたほうがいいと。

それを一言で飛躍と言っていましたが、彼の頭の中ではそこまで複雑なことがありまして、

私も何で知っているかというと、その話を実際にこの間聞いたからです。 

 今日は４人の方からお話を聞いて、まさにそうだなと思いました。アメリカはしょっち

ゅう政権交代を連邦レベルでしているわけですが、州レベルあるいは市のレベルでは、政

治家も政権がどう変わろうがほとんど関係ない。サンディ・スプリングスができたのは、

州の議会の構成が変わったから、州法が改正になって可能にはなったんですが、でもそれ

は市民の長年の運動の成果であって、政権交代とは関係ありません。 

 フランスも同じだろうと思います。私の記憶に間違いがなければ、ミッテランからシラ

クに移ったのが 90 年代の半ばです。そのときに大きなチェンジがあったんですが、その

前々からコンセッションというフランス型のＰＰＰがあり、それからシラク大統領の前に

左派政権で首相の時期があったんですが、シラクの民営化という時代がありまして、それ

はそれで着実にある程度進んでいて、90年代中盤以降からがらっと変わって、今のＰＰＰ

路線が敷かれたということです。 

 韓国はちょっと不勉強で知らないんですけれども、ノムヒョン政権でかなりドライブが

かかったということなので、今どうなっているのか、もしよければ後ほど教えていただけ

ればと思います。 

 今日はお話に出なかったんですけれども、日本の今に一番近いのが実はイギリスでして、

日本は自民党から民主党に今度変わった。これは昔の表現でいくと、右派から左派にかわ

ったわけです。保守から革新に変わったということで、保守というのはどちらかというと

小さな政府を志向する政党なので、左派に変わったことによって大きな政府になってしま

うのではないかという心配が非常にあるわけです。 

 イギリスはどうだったかというと、イギリスで右派から左派に政権が交代したのが 1997

年です。メージャー政権からブレア政権にかわりました。保守党から労働党に変わったわ

けです。これは保守党がサッチャーの小さな政府というのをやり、その前は大きな政府だ

ったので、大きな政府、小さな政府と来て、もう一回大きな政府に彼らが戻ったかという

と、全く戻っていない。彼らはそれを第三の道と呼んで、ＰＦＩを中心とするＰＰＰを経

済政策だけでなくて、国の政策の根幹に置いた。この大きな政府、小さな政府というイデ

オロギーの論争を克服したことによって、この後のイギリス経済の発展が促されたんじゃ
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ないかと思います。 

 日本ではそういう議論すらまだやっていないんですけれども、もうＰＰＰしかないと思

います。今さら大きな政府に戻すなよ、というのが、力強いメッセージとして私が民主党

政権に言いたいことでありまして、事業仕分けはそういう意味では非常に期待をしている

んですけれども、政治過程でそれがまた復活することのないようにしてくれというのが、

今日お見えの多くの皆さんの共通認識ではないかと思います。 

 大きな政府がいいか、小さな政府がいいかなんて、もうそんなことを議論している場合

ではなくて、とにかくＰＰＰを進めるんだ、ということで進めていくと。そういう話かな

と思いまして、そういう意味では今日のタイトルはちょっと古かったなと少し反省してい

ます。恐らく集計ができたと思いますので、私からのコメントは以上です。 

司会 質問がたくさん入ってきておりますが、質問に入る前に数秒だけ。先ほど地方自治

体公民連携研究会ができたと私のほうで発表しました。塩川先生が会長ですが、副会長に

なられているシダックスの志太会長がここにお見えになっています。ビジネスのほうから

でもどんどんこれを進めようという動きが日本でも出てきています。ゆえに、私は先ほど

必ず起こりますと、このバンドワゴンに乗りおくれないほうがいいですよ、というような

意見を言いたかったわけです。志太会長どうもありがとうございます。 

 それでは質問がたくさんあるんですが、簡単な私で答えられものは私が答えて、どんど

ん数をこなしたいと思います。最初に、４人の職員になるまでは多くの職員がいたと思い

ますが、その職員はどこに行ったのでしょうかと。これはマグダーナさんへの質問だった

んですが、これは新しい町だったので既存の職員はおりませんでした。ただ、サンディ・

スプリングスで仕事をしていた郡の職員は少し数が減ったという話は聞いておりますが、

サンディ・スプリングスでは職員は減っておりません。 

 次の質問ですが、もしサンディ・スプリングスでＰＰＰの委託を受けた民間企業が経営

破綻を起こしたらどうなるのか。 

ポーター そもそも民間企業選定の段階で、徹底的に財務状況がどうであるのかというこ

とを検証しました。そして、この契約は６年間ですが、毎年更改となっております。です

から、そもそも経営破綻を起こしにくい企業であると我々は確信しています。というのも、

事前にそれだけの厳しい審査をしたのだということ。しかしながら、それにも関わらずと

いうことに関して、具体的な契約条項に関してはマグダーナさんにお願いしたいと思いま

す。 

マグダーナ ポーターさんがおっしゃったとおり、徹底的に財務検証をしました。それが

事前審査の大きなポイントでした。ＲＦＰの段階で入札してきたところに対する審査は財

務状況が非常に厳しく問われました。ということですので、選定された企業というような

実績もあるし、将来に向けての見込みも良好であると思われているところ。 

 契約条項そのものに関して、契約は明文的に誰がその資産、財産を所有しているのかと

いうこと。そして、リース方式で設定されているものに関しては、すべての物件、財に関



 44

しては、もし破綻した際には地方公共団体に所有権が移転できるとうたわれております。

ですから、移転譲渡されるということは明文化されております。 

司会 倒産した場合には、民間会社は 135 名全員を残して出ていかなければいけない。そ

れゆえに一生懸命働かなければいけない。というオプションも契約書の中についているそ

うです。 

 次の質問ですが、この契約書はウエブで開示されているんでしょうか。サンディ・スプ

リングスと委託した民間企業との間の契約そのものは、ウエブ上で開示されているのでし

ょうか。 

 ２冊本を出しておりますが、我々が書いた日本語の本の中にもＲＦＰ契約書は入ってお

りますので、ごらんいただきたいと思います。原書で読みたい場合は、２冊読めばその中

に細かく書いてあります。 

 次の質問ですが、バイバーさん、長期契約というのは何年でしょうか。 

バイバー 内容、アクティブによって違います。期間としては一番長くて橋梁等に関して

は 70年、チャネルトンネルに関しては 90年。短いものですと、共通のサービスに関して

は 10年、12年といった期間になっております。 

 ２万本以上の長期契約がありますが、オペレーターが破綻したものはありません。です

から１万件に１件という破綻件数だと思います。また、直接オペレーションを行う組織に

関しては一件もありません。例えばパリにおきましては水の供給は民間が行っております。

1950 年以来、ジェネラル・デ・ゾーが上水道を提供しておりますが、一度も問題になった

ことがありません。ですから責任は会社側にあると見えますけれども、実際には地方自治

体が要求する以上のものを会社が提供しているということです。ですが、時としては要求

されたものが提供できないということで、パリの市におきまして料金が十分コストをカバ

ーできないということで、その他の大きな〔国土（ところ）？〕と一体化しなくてはなら

なかったということがありました。 

司会 次の質問ですが、フランスは原子力発電で知られておりますけれども、太陽光発電、

再生エネルギー、風力発電等に関してもＰＰＰが使われているんでしょうか。 

 バイバー 過去の契約におきましてＰＦＩ、ＢＯＴの契約といったものが使われており

ますし、またファシリティ更新という形でエネルギー分野は使われておりますが、ほとん

どの契約は電力、ユーティリティ、あとは公共工事などに集中しております。ただ、最近

電気通信網に関して新しい契約形態で行われております他、都市の治安管理等にビデオを

使うというセキュリティ、それから照明、交通管理、特別電気通信に関しても新しい契約

で行われておりますので、スタジアムなどで新たな形態が今では同居しています。 

司会 次の質問ですが、趙先生、職員の反応は好意的だったんですか、意欲的だったんで

すか、消極的だったんですか。どのようにして職員を巻き込んだんでしょうか。 

 趙 大学の先生とディスカッションすると、必ず出る質問でして、僕の聞いた限りでは、

「どうせ数カ月たったら、しどろもどろになるさ」と多くの職員は思ったらしいです。そ
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れはさっき言ったように、トップが一番前に座ってやるというのは非常に大きくて、そし

て仕掛けとしては、確かに教育費をたくさんかけてやったから成功なんですけど、巧妙な

仕掛けづくりとしてはチーム制……。韓国で一番初めに、中央政府よりも早くチーム制を

導入したのが長城郡だった。チーム制にすると、勉強したものをすぐ生かせるような、そ

ういう人たちがもっと優遇されるような人事政策をとって、やる気を出させるということ

を連動してやったというのも、定着するのに大きく役立ったんじゃないかという気がしま

す。 

司会 次の質問ですが、長城アカデミーの誰がこのようなプログラムを組んで、どのよう

にして人を集めているんですか。 

趙 まずイメージとしては、政治、経済、社会、文化あらゆる分野の総論教育をやったと。

ちなみに各論教育は、業務遂行のための研修がまた別にあるんです。総論教育の場合、あ

らゆる分野をやっているんですが、例えばこういうふうにパンフレットを出している。 こ

れを見ると、例えば「ＩＴ強国実現のためのビジョンと戦略」、新聞記者は「最近の国際情

勢と米国の役割」、ある政治評論家は「政治とブリンク」、ある会は「韓国産業の未来発展

ビジョンと戦略」とさまざまなレベルの話をするんですが、こういう講師の紹介は一自治

体ではできないので、それを社団法人韓国人間開発研究院という経営者の教育機関に外注

して、大きな教育の流れは長城郡が示して、講師の紹介や細かい企画は外注先がする。 

 各論教育も同じです。入札をして一番効率的でリーズナブルな、例えば日本でいうと、

日本能率協会あるいは生産性本部というところが個々の研修の入札に出るらしいです。そ

の研修にかける金は非常に多額で、１人の職員が 130 時間以上は必ずやっています。日本

で自治体の研修をすると、全職員のうち研修に年に一度でも行ったことがあるかというと、

わずか数％ですが、ここは全職員が 130 時間する。郡の予算としては毎年１億円以上、非

常に厳しい予算の中で捻出してやっているわけです。だから、それが効果に出ていると理

解しております。 

司会 次の質問ですが、パフォーマンス、プロフェッションということで行政サービス、

地方自治体におきましてはそういったところは当然だと思いますが、ＰＰＰが拡大してい

くと、もしかしてあまり経験のない企業が担当するということがあり得ると思うんですが、

市民と会社の間の紛争、民間部門のパフォーマンスがよくなくて法的な手続に入った場合、

誰が責任を最終的に担うのでしょうか。 

マグダーナ サンディ・スプリングスの場合、ジョージア州法に基づき市が責任を持つこ

とになります。つまり、事前通告があったもの、例えば公共工事に関しては市が通知を行

いまして、こういった成果を期待するんだということがあります。そしてある期間が通過

したら、市が行動を起こすことになります。 

 一方、民間の請負業者としては請負保険、ライアビリティ保険というのがあるわけです。

民間の企業が業務に対するサービス状況に関する賠償保険がありますが、それと同じよう

な賠償保険があるわけです。ですから、民間企業も保険に入って何か履行不能の場合には、
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履行不可能に関して賠償保障をして責任をとるということになります。 

バイバー フランスの場合をお話しさせてください。フランスにおきましては、コンセッ

ション契約をした場合、オペレーターがユーザーに対して責任を持つことになります。紛

争があった場合には二つの場合が考えられます。紛争が特定のトピックに関しては民事で

行う。通常の訴訟になります。もしも紛争が一般的な契約条項に関してといった場合、地

方自治体が責任を持つ。そして、契約の文言に対して違反した場合、公共自治体が責任を

持ってユーザーに対して管理をさせるということになって、非常に明確であります。オペ

レーターが権限を委譲、請負ということですので、ユーザーに対して責任を持つ場合がほ

とんどです。契約期間中はそういうことです。 

 トラムトラ（トラムトレイン？）という鉄道網に関しては、38 年かかっております。そ

れからグロスターという大きなスタジアムがありますが、フランス・・・120 万人ぐらい

の市民がいますが、この契約期間が 31 年間となっております。施設（ファシリティ）とし

ては通常 25年から 35年といった契約期間で行われております。 

司会 コンセッションの場合、高速道路は期間が 60 年から 75年。ですから、ゼネコンさ

んは最初の 20 年はもうからない。けども、耐力があって、残りの数十年をもうけに持って

いくということで、短期間ではできないのがこのコンセッションのシステムというふうに

私は勉強してきました。 

 次の質問ですが、日本では地方政府が雇用の担い手という状況があるわけです。そうい

うところでどんどん能率が上がってくると、人が要らなくなる。そうすると、人が雇用さ

れる機会が減るということはないでしょうか。 

ポーター そこはいろいろな条件の組み合わせだと思います。いろいろな解決策を組み合

わせてということになるのではないでしょうか。まず、第１に認識しなければいけないの

は、とにかく効率を上げていくということを考えるならば、長期的に見れば職を失う人が

出てくるということは認識しなければならない。しかし、それは適正な状況である。すな

わち、市政府の責任の対象は市民全般であるというところからして、一部職を失う人たち

が長期的に出てくるということは心の準備をする必要がある。とはいえ、市の職員は地方

公務員とするならば、やはり仕事を失うということに関しては別な状況を示すわけです。 

 ということですので、契約の中で例えば要件づける。そうなった場合にも職員は一定期

間職が確保されるとか、インセンティブ方式で早期退職を勧奨されるとか、そのインセン

ティブは年金受給の開始を繰り上げるとか、条件を出すといったことだと思います。そう

いう工夫の余地はあると思います。あるいは、今の職を失ってしまった職員に対して、配

置転換のための教育の機会を設けるということもあると思います。一つの例として、例え

ば大きな製造業を誘致することができるならば、そのメーカーの生産拠点を地元に誘致す

ることによって、そこに職を失った人たちの就職を斡旋するというようなこと。 

 いろいろな発想はあるのではないかと思います。これは契約一本一本ごとに条件の決め

方は違っているわけです。しかしながら、職を失ってしまうということに関しては、それ
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は一つのポイントとして押さえなければならない。 

司会 私からつけ加えるサンディ・スプリングスの情報ですが、サンディ・スプリングス

というのは 10 万人の町で、50 万人以上のアトランタという町がすぐ隣にあるんですが、

サンディ・スプリングスに多国籍企業の本社がアトランタよりも数多く来ている。安い税

金で環境がよくなってサービスがよくなると、サンディ・スプリングスはアトランタに比

べて飛行場から反対側ですから決して距離的にはいいはずじゃないのに、国際企業がサン

ディ・スプリングスにより集まってきているというのは素晴らしいなと。私の専門は経済

開発ですが、雇用対策に確実になっていると思います。 

 次も難しい質問です。 

マグダーナ その前に今の質問に対して付言させてください。職に関してということです

が、サンディ・スプリングスの場合にジョージア州のビジネスアドレス、どうしてサンデ

ィ・スプリングスを大企業が本拠地として選ぶかということですが、それはやはり税率が

低く魅力的であるということ、そして効率性が非常に高いということで、それだけ新しい

職の機会も増やすことができているということ。この例は日本でも十分当てはまるのでは

ないかと思います。規模が小さくても効率性が高く、そして税率も魅力的であれば新しい

職を誕生させることができる。 

バイバー？ ヨーロッパの場合ではスタッフの状況は全く様相が違います。すなわち規制

によって職の確保がうたわれているわけです。職員はある特定の経済サービス部門に属す

ることになっていて、どうしても今まで勤務していたところでしか勤務したくないという

公務員は別ですが、異動をよしとする公務員であるならば、公務員としての立場は確約さ

れていて、その上でほかの都市に異動になるということもあります。あとは、特定のエリ

アにおいてオペレーションを担当する、委託を受けるということになると、ＰＦＩのパッ

ケージの一端としてそういう条件も入っております。 

司会 次の質問ですが、民間企業を選択する際、公共の利害を民間に託すということです

から、どうやって公平性を担保するのかということです。癒着、談合をどのようにして回

避するのか。 

マグダーナ？ アメリカの場合には、談合して競争入札の前に値決めをしてしまうのを防

ぐ規則があります。サンディ・スプリングスの場合にもその文言が明文化されております。

もし癒着、談合の事実が発覚した場合には検挙されるということです。 

司会 では、誰がそのポリシーなり、プロセスなり、予算を設定するのかという質問です。

一般市民がその決定プロセスに参加することができるんでしょうか。 

マグダーナ？ はい。サンディ・スプリングスのチャーターによりますと、選択されたシ

ティマネージャーがその責任を持つ。すなわち、議会から上がってくるところの予算に関

して責任を持つということ。まずは、市長がそれに対してコメントする機会を与えられま

す。その後、徹底的な予算編成プロセスがありまして、議会でワークショップが何回か開

催され、一般市民にも公開されております。 
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 ですから、一般市民が参加していくこともできます。予算案がまず提示されます。そし

てジョージア州法によりますと、予算を均衡することが求められていますので、その点を

チェックし、その後、最低２～３回のオポチュニティがあります。これは６月ですが、市

議会が採択する前に最低３回、一般市民が発言する機会が与えられます。 

司会 次の質問ですが、キム・フンシク郡守はもうリタイアなさったんですが、キム・フ

ンシク郡守がなさったことは今も続いているんですか、それとももうやめたんですか、ど

うなっているんですか。 

趙 韓国なんかは特に前の政権を否定するのが常でして、自治体も例に漏れずですが、し

かし、この長城郡だけはそうじゃない。むしろその路線を継続してずっとやっている。今

でも長城アカデミーは続いていますし、教育の投資額もそんなに減らさずに、今３代目の

郡守になっているんですが、韓国初の女性の郡守です。その郡守もなぜか高校の教頭先生

が選挙に出て当選した方です。 

 やっぱり意識改革は怖くて面白くて、全羅道地域は金大中さんが基盤とするところで、

慶尚道地域はキム・ヨンサム（金泳三）が基盤とするんですけど、全羅道地域はとにかく

金大中さんの政党の公認だったら犬でも当選するところです。それはやっぱり韓国の地域

対立は激しいですから、日本も保守王国は保守系の政治家が自動的に当選する。そういう

構図です。 

 おもしろいのは、この地域だけはキム・フンシクさんがやめた後、無所属系が当選した

んです。金大中さん系列の候補ではなくて、周りは全部金大中さん推薦一色だったのに。

ということは不思議なもので、住民たちもちゃんと人物を見て選挙に臨んでいるというこ

とです。だから、住民たちがこういう路線を支持しているものですから、次の人もうかう

かできないんじゃないでしょうか。 

 それに３代目の郡守さんもすごく教育に熱心で、私は今、長城郡の広報大使を務めてい

まして、その女性の郡守から任命されてこういう話をしているわけですが、継続している

ので非常に素晴らしいと思いました。 

司会 次の質問ですが、ポーターさん、日本の会社がＰＰＰに参加するときに、日本の企

業には何が必要でしょうか。どういった資格があれば参加できるでしょうか。 

ポーター 最初に必要なのはコミットメント、決意です。会社側としてはいろいろなリソ

ースをコミットして、サービスを提供するという決意が必要です。一部のリソースは会社

が持っていないものかもしれません。つまり、最初に応札をするときには足りないものが

あるかもしれませんので、その必要なリソースを確保していくことが必要です。これは外

注業者を使う、あるいは自分たちが自前で手当てをすることが必要です。ですから当然、

企業側としてもリスクがあるわけです。応札するということでＰＰＰ契約にされるときに

は、それだけの決意が必要です。 

 都市の側からいいますと、会社を検討して財務的に安定しているかどうかで決定します。

その辺は徹底的に確認をします。サンディ・スプリングスの場合、応札した会社は 12 の部
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門があって、一部の部門がその契約会社だったわけですが、それはやらないと。やはり親

会社が契約会社にならないとだめだと。やはり財務的にきちんと潤沢で、十分契約を全う

できるといったような財務的な基盤がないとだめだといったわけです。 

 倫理観があるかどうかというのが一番重要かもしれません。会社についてどういった訴

訟が行われているか、法的な問題がないかどうか、以前の同じような契約でどういった実

績があるのかということで、会社としては基準以上の倫理感を全うしているというところ

が重要です。 

 実際にすべての業務を行えるというところを確認しなくてはなりません。やはりパート

ナーとしてやっていくわけです。ただ、大企業であったとしても、能力があったとしても、

すべての外注を管理して、さまざまな機能をすべて管理していかなくてはならないわけで

す。既にこういった資質のかなりの部分は持っていらっしゃるのではないかと思います。 

 人的資源も事務能力もある。財務もかなりある。既にＩＴシステムも整っているという

ことですから、なければＩＴを外注すればいいわけですが、コアの必要な資質というのは

既に備わっているということだと思います。そういったものをすべて確認して、それがす

べて備わっているかを見る。そして、自分たちで足りないところに関してはどのように手

当てをするのか。外注業者を使うのか、どうやって手当てをするのかということで、その

点をチェックする。すべての機能が提供できる体制が整った段階で、会社としては応札を

するということになるわけです。すべての能力としてＰＰＰで要求されている業務が全う

できるという確認をしてから、応札するという体制が必要です。 

司会 その前にサンディ・スプリングスを経営している会社、ゼネコンさんですけども、

サンディ・スプリングスの後にあと３自治体、同じように民として契約に入っております。

そこで今、四つの自治体を一つの企業が、20万人以上の町を 200 名ほどの職員で経営して

いるんです。 

 次の質問ですが、マグダーナさん、６年間の契約だと思いますが、その６年が 2011 年に

終わるかと思いますが、その辺のところで更新をするのか。ＰＰＰを次の段階の管理体制

に移すのに、どういったところを確認していくのでしょうか。 

マグダーナ 過去４年間でかなりのことを学ぶことができました。ポーターさんがその点

につきましては最適の演者だと思います。枠組みをつくったのがポーターさんですし、Ｒ

ＦＰをまとめたのもポーターさんですので、よくご存じかと思いますが、過去４年間かな

り学んできました。アプローチについても勉強しましたし、どういった範疇であるのかと

いった作業内容もわかってきました。 

 また、Key Performance Indicator（ＫＰＩ）、あるいはその尺度につきましても、それ

をどうチェックしていくのかというのもわかってきましたし、カスタマーズサービスにつ

きましてもかなり学ばせていただきました。こういったところをすべてテーブルの上にの

せて再交渉の対象にする。さらに入札をするということになります。 

 実際に経験を積んでおりますから知識が増えたということがあります。フルサービスと
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しての市をＰＰＰで行ったという前例がなかったわけですから、ゼロから始めたところか

ら、知識は既に蓄積されています。私も私の職員に関しても、また市議会に関しても、教

育レベル、知識レベルはかなり上がっているわけです。やはり５年間、日本の都市よりも

先を行っているということ、ＰＰＰの実例があるということで経験を積んできたわけです。

この経験をもとに、かなりの知恵も定まったということで改善していきたいと思っていま

す。 

司会 その他の都市は予算が倍ぐらいあるにもかかわらず、なかなか同じものができない。

サンディ・スプリングスの場合、どのぐらいの利益を民間企業が上げているんでしょうか。 

ポーター 先ほどのプレゼンテーションでも、ＰＰＰには三つの重要な点があると申しま

した。１番が価値ということでした。もしも民間部門のほうでより効率的にできるのであ

れば、カウンセルとしてはどの程度の利益を上げてもいい。民間ができるのであれば、当

然利益を追求しているわけですから利益を上げるのはいい。利益を上げたとしても、コス

トを抑えた形でよりよいサービスが提供できればそれでいいじゃないかという考え方です。

利益を上げても当然いいということですので、どのくらい利益を上げても問題ないという

ことになります。 

バイバー 私にとっても非常におもしろい展開で話が進んでいます。といいますのは、サ

ービス契約ということだけでなく、やはりＰＰＰの核となるミッションはフランスにおい

てはＰＦＩ、コンセッションであるということだからです。ですから、会社の能力として

何らかの実績を示すか、応札することができるかというのは契約内容次第ですが、かなり

会社側の資質が高くないとなかなか応札もできないという状況です。ほとんどの会社は特

別目的会社のようなものをつくってＰＦＩ、コンセッションに対応するといったＳＰＶを

つくる場合もあります。 

 ＰＦＩとコンセッションの違いですが、ＰＦＩの場合、外注が使える。一方コンセッシ

ョンの場合、コンセッショナリーが中心となって責任を負わなくてはならないという違い

があります。そういう大きな違いがありますので、三つの段階になります。サービス契約

は６年間という形で、それから 10 年から 35年という期間がＰＦＩのビル、コンセッショ

ンの場合にはさらに長期ということになります。ただ、フランスの場合、コンセッション

の期間をより長期化していこうと。コンセッションによってより投資が促されるのであれ

ば、コンセッションの期間を長くしようということで決定しました。ですから、投資の重

要性と契約の期間は関係があるということになります。 

司会 質問ですが、長期契約として 60 年、70 年ということになった場合、それによって

民間がそれだけ長く独占するわけですので、モノポリーということになって、公共部門が

民間部門に依存してしまって、自治体は何もできなくなってしまうということにはならな

いでしょうか。 

○○ はい。確かに自然発生的な独占状態はあります。しかし、その際にはオペレーター

を変更することは可能です。もし契約によって独占ということになるなら、二つあります。
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もしオペレーターになり得るところが単一しかない場合、その状況は一つでしょうし、も

し複数の選択肢があるということであれば、切りかえることができる。 

 それは水道事業というようなことで、もし何らかの関係づけを克服することができれば、

オペレーターとしては、名目上は同じところがやるけれど、そことの関係において、他の

当事者が入るというように構成することができるならば、それによって独占的な状況は緩

和し得る。 

 あるいは経済情勢、これも世界景気を注視しながら、いろいろなことがあるわけですが、

必ずしも長期契約であるからそれが障害になるという必然性はない。あとは入札のプロセ

スということになると、例えば長期の資金繰りが出発時点においてきちんと確保できない

場合もよくあります。そうすると、当初目途していたところの契約期間を短縮する。短縮

した上で〔ビリング？〕をやり直すということもあります。 

 サンディ・スプリングスの場合には、利益あるいは利益率というのは非常に単純な考え

方です。我々は競争を奨励することによって、独占は排除することができる。すなわち、

いかなる会社であっても過剰な利益獲得がないようにする。あくまでも民間らしく、従来

型の民間企業のもとにのっとって事業競争をしていくということです。地方政府の考え方

はそうです。しかしながら、何がレベルがどうというのは民間主導で市場が決めるという

こと。 

司会 次の質問はどなたにでもお答えいただけると思います。ＰＰＰ活動なり、ＰＰＰの

推奨は公共主導で始まったのか、あるいは民間、市民が欲したのか。どこからわき上がっ

たのか。サンディ・スプリングスはどこから始まったんでしょうか。 

○○ ＰＰＰは民が欲したのか、官が欲したのか、一般市民だったのか。絶対的にこれは

市民駆動型でした。公共からではありませんでした。この市を発足させるに当たって、あ

るいは民間企業ということで考えてみても、ＲＦＰを出して、それに初めて民間企業が呼

応したということです。 

 ですから、もともとのきっかけはタスクフォースというのがあって、12 名だったのが 150

数名になって、非常に意志の高い動機づけで働いている人たちがタスクフォースを組んで、

ＰＰＰ都市を標榜したということ。我々としては、冒頭からどなたでも参加を歓迎します

という意味合いで公開していました。ですから、そういう機運が一般市民の間からわき上

がったということです。 

司会 もう一つ質問が来ています。コンセンサスづくりというのは、要するに市民を巻き

込む形でコンセンサスが形成されたということですか。 

○○ はい。 

司会 バイバーさん、6.2 から 6.6 のプレゼン資料ですけれども、ほかにどういった優先

事項があったのでしょうか。ＰＰＰの推進をフランスで行う場合、どういった優先事項が

あったのかをお知らせいただきたいと思います。何が強調されたのか。 

 バイバー 詳細を説明しろということですか。 
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司会 詳細まで説明していただかなくても結構ですが、何が強調されているのか、何が重

要なのかというところをお話しください。 

バイバー まず初めに、フランスでは問題がありました。ハイレベルでのエグゼクティブ

との政治的分野でのコミュニケーションがなっていない。ハイレベルの高官との間のコミ

ュニケーションがなかったということで、それを進めなくてはならなかった。コミュニケ

ーションを図ることにより新しいＰＦＩのニーズを開拓する必要があったわけです。 

 特に財政赤字の状況を見ると、ＰＦＩを活用することによって景気に対応して財政状況

を改善できる。社会的なメリットを考えていくと、事例によっては投資をしても追加のメ

リットによって、それが十分相殺できるということになったわけです。例えばある施設を

開始させる。10年で行うことになりますと、追加的なメリットとして累積で恐らくコスト

を上回る効用があるということになります。 

 ですから、そういったプロセスを十分マネジメントしていけるかどうかというところが

難しいところです。オペレーターは能力開発がないと言われていますが、やはり共通の話

し合う言葉がない。応札の過程で通常の手続ではありませんので、やはり当局が規制ばか

りしていたのではよくないんだと。 

 プロセスにつきましては非常に複雑ですので、透明性を確保しなくてはならないという

欧州条約に準拠しなくてはならないということがありますので、官のほうで十分手続を明

確にした上で進める。１年半ではなかなか難しい。12 カ月か 14 カ月掛かって許認可を得

る。そしてさまざまな委員会がありますので、そういったところに相談をしなくてはなら

ない。そして最終的にはアセスメントもあります。ＰＦＩの場合、やはりこういった形で

プロセスを進めなくてはならないし、ＰＦＩを証明するということになると、アセスメン

トの評価結果として、これがベストソリューションなんだということを示さなくてはなら

ないという難しさがあるかとは思います。 

根本 質問は尽きないと思いますが、パネラーも聴衆の方も通訳の方も相当お疲れになっ

ているように思いますので、この後のご質問はレセプションのほうでお願いしたいと思い

ます。ポーターさんのサインをいただきたい人もうずうずしているような気がしますので、

この辺でちょっと中締めでいかがでしょうか。 

司会 わかりました。どうもありがとうございました。先ほどの長城郡の話でもありまし

たように、我々は世界の事例をどんどん皆さんに提供していきますので、皆さんのほうで

も研究して各自治体で使っていただきたいと思います。 

  

（終了） 




